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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】炭素繊維とマトリックス樹脂との接着性に優れる炭素繊維の提供。
【解決手段】次の一般式（Ｉ）および他の３種の３級アミンから選ばれる少なくとも１つ
以上のアミンおよび／またはアミン塩が付着されてなる炭素繊維。

（式中、Ｒ１は炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造
を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の
炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。式中、Ｒ２は炭素数３～２２のアルキレン
基であり、不飽和基を含んでもよい。Ｒ３は水素または炭素数１～２２の炭化水素基、炭
素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル
構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。ま
たは、Ｒ１とＲ３は結合して炭素数２～１１のアルキレン基を形成する。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
次の一般式（Ｉ）～（ＩＶ）から選ばれる少なくとも１つ以上の３級アミンおよび／また
は３級アミン塩（（Ａ）成分）が付着されてなる炭素繊維。
【化１】

（式中、Ｒ１は炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造
を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の
炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。式中、Ｒ２は炭素数３～２２のアルキレン
基であり、不飽和基を含んでもよい。Ｒ３は水素または炭素数１～２２の炭化水素基、炭
素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル
構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。ま
たは、Ｒ１とＲ３は結合して炭素数２～１１のアルキレン基を形成する。）
【化２】

（式中、Ｒ４、Ｒ５は、それぞれ炭素数１～２２の炭化水素基、一般式（Ｖ）で表される
直鎖状のポリエーテル基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭
素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。式中、Ｒ６はベンゼン環の
オルト位、メタ位、パラ位のいずれか１つ以上に、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数
１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造
を含む基、炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、または、水素、ハロゲン、水酸
基、カルボニル基、ニトリル基、ニトロ基、ニトロソ基、アルデヒド基、シリル基のいず
れかを表す。）
【化３】

（式中、Ｒ１４は炭素数１～２２の炭化水素基、Ｒ１５は水素または炭素数１～２２の炭
化水素基、ｎは１～２２の整数を表す。）
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【化４】

（式中、Ｒ７～Ｒ１０は、それぞれ炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化
水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、また
は炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。）
【化５】

（一般式（ＩＶ）で示される化合物は、少なくとも１以上の分岐構造を有し、かつ、少な
くとも１以上の水酸基を含んでおり、この式中、Ｒ１１～Ｒ１３は、炭素数１～２２の炭
化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水
素とエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれ
かを表し、Ｒ１１～Ｒ１３のいずれかに、一般式（ＶＩ）または（ＶＩＩ）で示される分
岐構造を含む。）
【化６】

（式中、Ｒ１６、Ｒ１７は、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素と
エーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素
数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、水酸基のいずれかを表す。）
【化７】
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（式中、Ｒ１８～Ｒ２０は、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素と
エーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素
数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、水酸基のいずれかを表す。）
【請求項２】
（Ａ）成分の一般式（Ｉ）で示される化合物が、１，５－ジアザビシクロ［４，３，０］
－５－ノネンもしくはその塩、または、１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウ
ンデセンもしくはその塩である、請求項１記載の炭素繊維。
【請求項３】
一般式（ＩＶ）で示される化合物が、少なくとも２以上の分岐構造を有する、請求項１記
載の炭素繊維。
【請求項４】
一般式（ＩＶ）で示される化合物が、トリイソプロパノールアミンもしくはその塩である
、請求項１または３に記載の炭素繊維。
【請求項５】
さらに、（Ｂ）成分として、２官能以上のエポキシ化合物（Ｂ１）および／または、１官
能以上のエポキシ基を有し、不飽和基、水酸基、アミド基、イミド基、ウレタン基、ウレ
ア基、スルホニル基、およびスルホ基から選ばれる少なくとも１つ以上の官能基を有する
エポキシ化合物（Ｂ２）が付着されてなる、請求項１～４のいずれかに記載の炭素繊維。
【請求項６】
（Ｂ）成分が３官能以上のエポキシ化合物である、請求項５に記載の炭素繊維。
【請求項７】
（Ｂ）成分のエポキシ当量が３６０ｇ／ｍｏｌ未満である、請求項５または６に記載の炭
素繊維。
【請求項８】
（Ｂ）成分が分子内に芳香環を含むものである、請求項５～７のいずれかに記載の炭素繊
維。
【請求項９】
（Ｂ１）成分がフェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ
樹脂、またはテトラグリシジルジアミノジフェニルメタンのいずれかである、請求項５～
８のいずれかに記載の炭素繊維。
【請求項１０】
炭素繊維のＸ線電子分光法により測定される表面酸素濃度Ｏ／Ｃが、０．０５～０．５で
ある、請求項１～９のいずれかに記載の炭素繊維。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、航空機部材、宇宙機部材、自動車部材および船舶部材などに好適に用いられ
る炭素繊維に関するものである。より詳しくは、本発明は、マトリックス樹脂との接着性
に優れ、なおかつ、高次加工性に優れる炭素繊維に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　炭素繊維は、軽量でありながら、強度および弾性率に優れるため、種々のマトリックス
樹脂と組み合わせた複合材料は、航空機部材、宇宙機部材、自動車部材、船舶部材、土木
建築材およびスポーツ用品等の多くの分野に用いられている。炭素繊維を用いた複合材料
において、炭素繊維の優れた特性を活かすには、炭素繊維とマトリックス樹脂との接着性
が優れることが重要である。
【０００３】
　炭素繊維とマトリックス樹脂との接着性を向上させるため、通常、炭素繊維に気相酸化
や液相酸化等の酸化処理を施し、炭素繊維表面にカルボキシル基および水酸基等の酸素含
有官能基を導入する方法が行われている。例えば、炭素繊維に電解処理を施すことにより
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、接着性の指標である層間剪断強度を向上させる方法が提案されている（特許文献１参照
）。しかしながら、近年、複合材料への要求特性のレベルが向上するにしたがって、この
ような酸化処理のみで達成できる接着性では不十分になりつつある。
【０００４】
　一方、炭素繊維は脆く、集束性および耐摩擦性に乏しいため、高次加工工程において毛
羽や糸切れが発生しやすい。このため、通常、炭素繊維にサイジング剤を塗布する方法が
行われている。
【０００５】
　例えば、サイジング剤としてビスフェノールＡのジグリシジルエーテルを炭素繊維に塗
布する方法が提案されている（特許文献２および３参照）。また、サイジング剤としてビ
スフェノールＡのポリアルキレンオキサイド付加物を炭素繊維に塗布する方法が提案され
ている（特許文献４および５参照）。また、サイジング剤としてビスフェノールＡのポリ
アルキレンオキサイド付加物にエポキシ基を付加させたものを炭素繊維に塗布する方法が
提案されている（特許文献６および７参照）。さらに、サイジング剤としてポリアルキレ
ングリコールのエポキシ付加物を炭素繊維に塗布する方法が提案されている（特許文献８
、９および１０参照）。これらの方法によれば、炭素繊維の集束性と耐摩擦性が向上する
ことが知られている。しかしながら、これらの従来の提案には、サイジング剤により炭素
繊維とマトリックス樹脂との接着性を積極的に向上させるという技術的思想はなく、実際
に炭素繊維とマトリックス樹脂との接着性を大幅に向上することはできなかった。
【０００６】
　このようにサイジング剤は、従来、いわゆる糊剤として高次加工性を向上させるという
目的で使われており、サイジング剤により炭素繊維とマトリックス樹脂との接着性を向上
させるという検討はほとんどなされていない。また、検討されている例でも、接着性の向
上効果が不十分であるか、または、特殊な炭素繊維との組み合わせの場合にのみ効果が発
現されるという限定されたものであった。
【０００７】
　例えば、サイジング剤としてＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジルメタキシレンジア
ミンを炭素繊維に塗布する方法が提案されている（特許文献１１参照）。しかしながら、
この提案の方法では、ビスフェノールＡのグリシジルエーテルを用いた場合と比べて、接
着性の指標である層間剪断強度が向上することが示されているが、接着性の向上効果はな
お不十分であった。また、この提案で用いられるＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル
メタキシリレンジアミンは、分子内に、４個のエポキシ基に対して、２個の３級アミンを
含み、高密度で３級アミンが存在するため、３級アミンがエポキシ基と反応しやすく、そ
の結果、反応により形成したオキソニウムアニオンが開始剤として、エポキシ基同士の自
己重合反応を進行させる。このようにしてできた炭素繊維束は、サイジング剤の高分子量
化の影響で炭素繊維束が硬くなり高次加工性が低下するという問題があった。
【０００８】
　また、サイジング剤としてアミン化合物を炭素繊維に塗布する方法が提案されている（
特許文献１２参照）。しかしながら、この提案の方法では、何も塗布しない場合に比べて
、接着性の指標である層間剪断強度が向上することが示されているものの、接着性の向上
効果はなお不十分であった。この提案の中では、接着向上メカニズムの詳細な記載はない
が、おおよそ次のメカニズムと推定している。すなわち、この提案において、アミン化合
物として、１級アミノ基を含むジエチレントリアミン、キシレンジアミン、２級アミノ基
を含むピペリジン、イミダゾールが用いられているが、いずれも、分子内に活性水素を含
むため、この活性水素がエポキシマトリックス樹脂に作用し、硬化反応を促進するものと
考えられ、例えば、エポキシマトリックスと前記アミン化合物の反応により生成した水酸
基と炭素繊維表面のカルボキシル基および水酸基等と水素結合性の相互作用を形成し接着
向上するものと考えられる。しかしながら、前述のとおり、この提案では接着性の向上結
果はなお不十分であり、近年の複合材料に求められる要求を満足させるものとはいえない
。
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【０００９】
　さらに、サイジング剤としてアミン化合物を用いた別の例としては、グリシジル基をも
つビニル化合物モノマーとアミン化合物との混合物を炭素繊維に塗布する方法が提案され
ている（特許文献１３参照）。この提案の中では、炭素繊維／エポキシマトリックス樹脂
、炭素繊維／不飽和ポリエステルマトリックス樹脂のそれぞれの場合について、アミン化
合物を用いない場合に比べて、接着性の指標である層間剪断強度が向上することが示され
ているものの、接着性の向上効果はなお不十分であった。また、この提案において、アミ
ン化合物として、１級アミノ基を含むキシレンジアミン、２級アミノ基を含むピペリジン
が用いられているが、いずれも、分子内に活性水素を含むため、この活性水素がサイジン
グ剤に含まれるグリシジル基と反応し、高分子量化するため、その結果、炭素繊維束が硬
くなり、炭素繊維の取扱性の低下、高次加工性の低下、さらには、炭素繊維間の空隙が狭
くなり樹脂の含浸性が低下するという問題があった。
【００１０】
　さらに、サイジング剤としてアミン化合物を用いた別の例としては、エポキシ化合物と
アミン化合物を併用する方法が提案されている（特許文献１４参照）。この提案において
、アミン化合物として、１級アミノ基を含むヘキサメチレンジアミンが用いられている。
この提案の目的は、アミン化合物の活性水素とエポキシ化合物を積極的に反応させ、炭素
繊維束間にサイジング剤の空隙を形成させることであり、その結果、マトリックス樹脂の
流路が確保でき、マトリックス樹脂の含浸性が向上するものであった。一方で、炭素繊維
表面での高分子量化したサイジング剤の膜形成により、炭素繊維とマトリックス樹脂との
接着が阻害される場合があった。
【００１１】
　さらに、サイジング剤としてアミン化合物を用いた別の例としては、熱硬化性樹脂とア
ミン化合物の硬化物を用いる方法が提案されている（特許文献１５参照）。この提案にお
いて、アミン化合物として、１級アミノ基を含むｍ－キシレンジアミン、２級アミノ基を
含むピペラジンが用いられている。この提案の目的は、アミン化合物に含まれる活性水素
とエポキシ樹脂に代表される熱硬化性樹脂を積極的に反応させ硬化物とすることで、炭素
繊維束の集束性、取扱性を向上させるものであった。この炭素繊維束はチョップド用途に
限定され、熱可塑性樹脂との溶融混錬後の成形品の接着性に関する力学特性はなお不十分
なものであった。
【００１２】
　さらに、炭素繊維として、表面酸素濃度Ｏ／Ｃ、表面水酸基濃度およびカルボキシル基
濃度が特定の範囲内であるものを用い、サイジング剤として複数のエポキシ基を有する脂
肪族化合物をその炭素繊維に塗布する方法が提案されている（特許文献１６参照）。しか
しながら、この提案の方法では、接着性の指標であるＥＤＳが向上することが示されてい
るが、炭素繊維とマトリックス樹脂との接着性の向上効果はやはり不十分であり、また、
接着性の向上効果は、特殊な炭素繊維と組み合わせた場合のみに発現されるというように
限定されたものであった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１３】
【特許文献１】特開平０４－３６１６１９号公報
【特許文献２】特開昭５０－０５９５８９号公報
【特許文献３】特開昭５７－１７１７６７号公報
【特許文献４】特開平０７－００９４４４号公報
【特許文献５】特開２０００－３３６５７７号公報
【特許文献６】特開昭６１－０２８０７４号公報
【特許文献７】特開平０１－２７２８６７号公報
【特許文献８】特開昭５７－１２８２６６号公報
【特許文献９】特開昭５９－００９２７３号公報
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【特許文献１０】特開昭６２－０３３８７２号公報
【特許文献１１】特開昭５２－０５９７９４号公報
【特許文献１２】特開昭５２－０４５６７２号公報
【特許文献１３】特開昭５２－０４５６７３号公報
【特許文献１４】特開２００５－１４６４２９号公報
【特許文献１５】特開平０９－２１７２８１号公報
【特許文献１６】特開平０７－２７９０４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　そこで本発明の目的は、上記の従来技術における問題点に鑑み、炭素繊維とマトリック
ス樹脂との接着性に優れ、なおかつ、高次加工性に優れる炭素繊維を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　本発明者らは、特定の３級アミンおよび／または３級アミン塩を炭素繊維に付着させる
ことで、炭素繊維（特定の３級アミンおよび／または３級アミン塩が付着されたものを含
め「炭素繊維」と総称する。）とマトリックス樹脂との接着性を高められることを見出し
、本発明に想到した。
【００１６】
　すなわち、本発明は、次の一般式（Ｉ）～（ＩＶ）から選ばれる少なくとも１つ以上の
３級アミンおよび／または３級アミン塩（（Ａ）成分）が付着されてなる炭素繊維である
。
【００１７】
【化１】

【００１８】
（式中、Ｒ１は炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造
を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の
炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。式中、Ｒ２は炭素数３～２２のアルキレン
基であり、不飽和基を含んでもよい。Ｒ３は水素または炭素数１～２２の炭化水素基、炭
素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル
構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。ま
たは、Ｒ１とＲ３は結合して炭素数２～１１のアルキレン基を形成する。）
【００１９】
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【化２】

【００２０】
（式中、Ｒ４、Ｒ５は、それぞれ炭素数１～２２の炭化水素基、一般式（Ｖ）で表される
直鎖状のポリエーテル基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭
素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。式中、Ｒ６はベンゼン環の
オルト位、メタ位、パラ位のいずれか１つ以上に、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数
１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造
を含む基、炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、または、水素、ハロゲン、水酸
基、カルボニル基、ニトリル基、ニトロ基、ニトロソ基、アルデヒド基、シリル基のいず
れかを表す。）
【００２１】
【化３】

【００２２】
（式中、Ｒ１４は炭素数１～２２の炭化水素基、Ｒ１５は水素または炭素数１～２２の炭
化水素基、ｎは１～２２の整数を表す。）
【００２３】

【化４】

【００２４】
（式中、Ｒ７～Ｒ１０は、それぞれ炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化
水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、また
は炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。）
【００２５】
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【化５】

【００２６】
（一般式（ＩＶ）で示される化合物は、少なくとも１以上の分岐構造を有し、かつ、少な
くとも１以上の水酸基を含んでおり、この式中、Ｒ１１～Ｒ１３は、炭素数１～２２の炭
化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水
素とエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれ
かを表し、Ｒ１１～Ｒ１３のいずれかに、一般式（ＶＩ）または（ＶＩＩ）で示される分
岐構造を含む。）
【００２７】
【化６】

【００２８】
（式中、Ｒ１６、Ｒ１７は、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素と
エーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素
数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、水酸基のいずれかを表す。）
【００２９】

【化７】

【００３０】
（式中、Ｒ１８～Ｒ２０は、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素と
エーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素
数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、水酸基のいずれかを表す。）
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、（Ａ）成分の一般式（Ｉ）で示される化合
物が、１，５－ジアザビシクロ［４，３，０］－５－ノネンもしくはその塩、または、１
，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセンもしくはその塩である。
【００３１】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、一般式（ＩＩＩ）で示される化合物が、少
なくとも２以上の分岐構造を有する。
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【００３２】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、一般式（ＩＩＩ）で示される化合物が、ト
リイソプロパノールアミンもしくはその塩である。
【００３３】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、さらに、（Ｂ）成分として、２官能以上の
エポキシ化合物（Ｂ１）および／または、１官能以上のエポキシ基を有し、不飽和基、水
酸基、アミド基、イミド基、ウレタン基、ウレア基、スルホニル基、およびスルホ基から
選ばれる少なくとも１つ以上の官能基を有するエポキシ化合物（Ｂ２）が付着されてなる
ことである。
【００３４】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、（Ｂ）成分が３官能以上のエポキシ化合物
である。
【００３５】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、（Ｂ）成分のエポキシ当量が３６０ｇ／ｍ
ｏｌ未満である。
【００３６】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、（Ｂ）成分が分子内に芳香環を含むもので
ある。
【００３７】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、（Ｂ１）成分がフェノールノボラック型エ
ポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂、またはテトラグリシジルジアミノジ
フェニルメタンのいずれかである。
【００３８】
　本発明の炭素繊維の好ましい態様によれば、炭素繊維のＸ線電子分光法により測定され
る表面酸素濃度Ｏ／Ｃが、０．０５～０．５である。
【発明の効果】
【００３９】
　本発明によれば、特定の３級アミンおよび／または３級アミン塩を炭素繊維に付着させ
ることで、これらが、炭素繊維表面に元来含まれる酸素含有官能基、あるいは、酸化処理
により導入されるカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンを引き抜
き、アニオン化することでマトリックス樹脂含有官能基との求核反応が促進すると考えら
れ、界面の接着性が大幅に向上することができる。
【発明を実施するための形態】
【００４０】
　以下、さらに詳しく、本発明の炭素繊維を実施するための形態について説明をする。
【００４１】
　本発明は、次の一般式（Ｉ）～（ＩＶ）から選ばれる少なくとも１つ以上の３級アミン
および／または３級アミン塩（（Ａ）成分）が付着されてなる炭素繊維である。
【００４２】
【化８】

【００４３】
（式中、Ｒ１は炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造
を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の
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炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。式中、Ｒ２は炭素数３～２２のアルキレン
基であり、不飽和基を含んでもよい。Ｒ３は水素または炭素数１～２２の炭化水素基、炭
素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル
構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。ま
たは、Ｒ１とＲ３は結合して炭素数２～１１のアルキレン基を形成する。）
【００４４】
【化９】

【００４５】
（式中、Ｒ４、Ｒ５は、それぞれ炭素数１～２２の炭化水素基、一般式（Ｖ）で表される
直鎖状のポリエーテル基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭
素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。式中、Ｒ６はベンゼン環の
オルト位、メタ位、パラ位のいずれか１つ以上に、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数
１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造
を含む基、炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、または、水素、ハロゲン、水酸
基、カルボニル基、ニトリル基、ニトロ基、ニトロソ基、アルデヒド基、シリル基のいず
れかを表す。）
【００４６】
【化１０】

【００４７】
（式中、Ｒ１４は炭素数１～２２の炭化水素基、Ｒ１５は水素または炭素数１～２２の炭
化水素基、ｎは１～２２の整数を表す。）
【００４８】

【化１１】

【００４９】
（式中、Ｒ７～Ｒ１０は、それぞれ炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化
水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、また
は炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを表す。）
【００５０】
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【化１２】

【００５１】
（一般式（ＩＶ）で示される化合物は、少なくとも１以上の分岐構造を有し、かつ、少な
くとも１以上の水酸基を含んでおり、この式中、Ｒ１１～Ｒ１３は、炭素数１～２２の炭
化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水
素とエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれ
かを表し、Ｒ１１～Ｒ１３のいずれかに、一般式（ＶＩ）または（ＶＩＩ）で示される分
岐構造を含む。）
【００５２】
【化１３】

【００５３】
（式中、Ｒ１６、Ｒ１７は、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素と
エーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素
数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、水酸基のいずれかを表す。）
【００５４】

【化１４】

【００５５】
（式中、Ｒ１８～Ｒ２０は、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素と
エーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、または炭素
数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、水酸基のいずれかを表す。）
　本発明者等は、特定の３級アミンおよび／または３級アミン塩を炭素繊維に付着させる
ことで、炭素繊維表面に元来含まれる酸素含有官能基、あるいは、酸化処理により導入さ
れるカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基とマトリックス樹脂含有官能基の反
応が促進すると考えられ、強固な界面が形成されることを見出した。
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【００５６】
　特定の３級アミンおよび／または３級アミン塩を炭素繊維に付着させることによって、
上記反応が促進されるメカニズムは確かではないが、特定の３級アミンおよび／または３
級アミン塩が炭素繊維表面に元来含まれる酸素含有官能基、あるいは、酸化処理により導
入されるカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンを引き抜き、アニ
オン化させることで、マトリックス樹脂含有官能基との間に求核反応が促進され、強固な
界面が形成されると考えられる。
【００５７】
　本発明の上記一般式（Ｉ）または（ＩＩＩ）のＲ１、Ｒ７～Ｒ１０は、それぞれ炭素数
１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～
２２のエステル構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいず
れかである。炭素数を１～２２の間にすることで、分子構造の立体障害が適度に小さく反
応促進効果が高くなり、接着性が向上する。より好ましくは１～１４の範囲内であり、さ
らに好ましくは１～８の範囲内である。一方、炭素数が２２を超える場合、分子構造の立
体障害がやや大きく反応促進効果が低くなる場合がある。
【００５８】
　本発明の上記一般式（Ｉ）のＲ２は、炭素数３～２２のアルキレン基であり、不飽和基
を含んでもよい。炭素数を３～２２の間にすることで、分子構造の立体障害が適度に小さ
く反応促進効果が高くなり、接着性が向上する。より好ましくは３～１４の範囲内であり
、さらに好ましくは３～８の範囲内である。一方、炭素数が２２を超える場合、分子構造
の立体障害がやや大きく反応促進効果が低くなる場合がある。
【００５９】
　本発明の上記一般式（Ｉ）のＲ３は、水素または炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数
１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２のエステル構造を含む基、
または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかである。炭素数を１～２２
の間にすることで、分子構造の立体障害が適度に小さく反応促進効果が高くなり、接着性
が向上する。より好ましくは１～１４の範囲内であり、さらに好ましくは１～８の範囲内
である。一方、炭素数が２２を超える場合、分子構造の立体障害がやや大きく反応促進効
果が低くなる場合がある。
【００６０】
　本発明の上記一般式（ＩＩ）のＲ４、Ｒ５は、それぞれ炭素数１～２２の炭化水素基、
一般式（Ｖ）で表される直鎖状のポリエーテル基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル
構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかである。Ｒ

４、Ｒ５が炭化水素基、炭化水素とエステル構造を含む基、炭化水素と水酸基を含む基の
いずれかの場合、炭素数を１～２２の間にすることで、分子構造の立体障害が適度に小さ
く反応促進効果が高くなり、接着性が向上する。より好ましくは１～１４の範囲内であり
、さらに好ましくは１～８の範囲内である。一方、炭素数が２２を超える場合、分子構造
の立体障害がやや大きく反応促進効果が低くなる場合がある。また、Ｒ４、Ｒ５が一般式
（Ｖ）で表される直鎖状のポリエーテル基の場合、Ｒ１４は、炭素数１～２２の炭化水素
基、Ｒ１５は、水素または炭素数１～２２の炭化水素基であり、炭素数はより好ましくは
１～１４の範囲内であり、さらに好ましくは１～８の範囲内である。また、１～２２の整
数ｎは、より好ましくは１～１４の範囲内であり、さらに好ましくは１～８の範囲内であ
る。
【００６１】
　本発明の上記一般式（ＩＩ）のＲ６は、ベンゼン環のオルト位、メタ位、パラ位のいず
れか１つ以上に、炭素数１～２２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構
造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素とエステル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化
水素と水酸基を含む基、または、水素、ハロゲン、水酸基、カルボニル基、ニトリル基、
ニトロ基、ニトロソ基、アルデヒド基、シリル基のいずれかである。炭素数を１～２２の
間にすることで、分子構造の立体障害が適度に小さく反応促進効果が高くなり、接着性が
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向上する。より好ましくは１～１４の範囲内であり、さらに好ましくは１～８の範囲内で
ある。一方、炭素数が２２を超える場合、分子構造の立体障害がやや大きく反応促進効果
が低くなる場合がある。
【００６２】
　本発明の上記一般式（ＩＶ）は、少なくとも１以上の分岐構造を有し、かつ、少なくと
も１以上の水酸基を含んでおり、この式中のＲ１１～Ｒ１３は、炭素数１～２２の炭化水
素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の炭化水素と
エステル構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基のいずれかを
表し、Ｒ１１～Ｒ１３のいずれかに、一般式（ＶＩ）または（ＶＩＩ）で示される分岐構
造を含む。炭素数を１～２２の間にすることで、分子構造の立体障害が適度に小さく反応
促進効果が高くなり、接着性が向上する。より好ましくは１～１４の範囲内であり、さら
に好ましくは１～８の範囲内である。一方、炭素数が２２を超える場合、分子構造の立体
障害がやや大きく反応促進効果が低くなる場合がある。
【００６３】
　本発明の前記一般式（ＩＶ）の分岐構造とは、一般式（ＶＩ）または（ＶＩＩ）で示さ
れる構造をさす。
【００６４】
　本発明の上記一般式（ＶＩ）、（ＶＩＩ）のＲ１６～Ｒ２０は、それぞれ炭素数１～２
２の炭化水素基、炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含む基、炭素数１～２２の
エステル構造を含む基、または炭素数１～２２の炭化水素と水酸基を含む基、水酸基のい
ずれかである。炭素数を１～２２の間にすることで、分子構造の立体障害が適度に小さく
反応促進効果が高くなり、接着性が向上する。より好ましくは１～８の範囲内であり、さ
らに好ましくは１～５の範囲内である。一方、炭素数が２２を超える場合、分子構造の立
体障害がやや大きく反応促進効果が低くなる場合がある。
【００６５】
　ここで、上記一般式（Ｉ）～（ＶＩＩ）の炭素数１～２２の炭化水素基とは、炭素原子
と水素原子のみからなる基であり、飽和炭化水素基および不飽和炭化水素基のいずれでも
良く、環構造を含んでも含まなくても良い。炭化水素基としては、例えば、メチル基、エ
チル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、シクロヘキシル基、オクチル
基、デシル基、ドデシル基、テトラデシル基、ヘキサデシル基、オクタデシル基、オレイ
ル基、ドコシル基、ベンジル基およびフェニル基等が挙げられる。
【００６６】
　また、上記一般式（Ｉ）～（ＶＩＩ）の炭素数１～２２の炭化水素とエーテル構造を含
む基としては、直鎖状のものとして、例えば、メトキシメチル基、エトキシメチル基、プ
ロポキシメチル基、ブトキシメチル基、フェノキシメチル基、メトキシエチル基、エトキ
シエチル基、プロポキシエチル基、ブトキシエチル基、フェノキシエチル基、メトキシエ
トキシメチル基、メトキシエトキシエチル基、ポリエチレングリコール基およびポリプロ
ピレングリコール基等のポリエーテル基が挙げられる。環状のものとして、例えば、エチ
レンオキシド、テトラヒドロフラン、オキセパン、１，３－ジオキソランなどが挙げられ
る。
【００６７】
　また、上記一般式（ＩＩ）の上記一般式（Ｖ）で表される直鎖状のポリエーテル基とし
ては、例えば、メトキシメチル基、エトキシメチル基、プロポキシメチル基、ブトキシメ
チル基、フェノキシメチル基、メトキシエチル基、エトキシエチル基、プロポキシエチル
基、ブトキシエチル基、フェノキシエチル基、メトキシエトキシメチル基、メトキシエト
キシエチル基、ポリエチレングリコール基およびポリプロピレングリコール基等のポリエ
ーテル基が挙げられる。
【００６８】
　また、上記一般式（Ｉ）～（ＩＶ）、（ＶＩ）、（ＶＩＩ）の炭素数１～２２の炭化水
素とエステル構造を含む基としては、例えば、アセトキシメチル基、アセトキシエチル基
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、アセトキシプロピル基、アセトキシブチル基、メタクロイルオキシエチル基およびベン
ゾイルオキシエチル基等が挙げられる。
【００６９】
　また、上記一般式（Ｉ）～（ＩＶ）、（ＶＩ）、（ＶＩＩ）の炭素数１～２２の炭化水
素と水酸基を含む基としては、例えば、ヒドロキシメチル基、ヒドロキシエチル基、ヒド
ロキシプロピル基、ヒドロキシブチル基、ヒドロキシペンチル基、ヒドロキシヘキシル基
、ヒドロキシシクロヘキシル基、ヒドロキシオクチル基、ヒドロキシデシル基、ヒドロキ
シドデシル基、ヒドロキシテトラデシル基、ヒドロキシヘキサデシル基、ヒドロキシオク
タデシル基、ヒドロキシオレイル基およびヒドロキシドコシル基等が挙げられる。
【００７０】
　本発明において用いられる３級アミンとは、分子内に３級アミノ基を有する化合物を示
す。また、本発明で用いられる３級アミン塩とは、３級アミノ基を有する化合物をプロト
ン供与体で中和した塩のことを示す。ここで、プロトン供与体とは、３級アミノ基を有す
る化合物にプロトンとして供与できる活性水素を有する化合物のことを指す。なお、活性
水素とは、塩基性の化合物にプロトンとして供与される水素原子のことを指す。
【００７１】
　プロトン供与体としては、無機酸、カルボン酸、スルホン酸およびフェノール類などの
有機酸、アルコール類、メルカプタン類および１，３－ジカルボニル化合物などが挙げら
れる。
【００７２】
　無機酸の具体例としては、硫酸、亜硫酸、過硫酸、塩酸、過塩素酸、硝酸、リン酸、亜
リン酸、次亜リン酸、ホスホン酸、ホスフィン酸、ピロリン酸、トリポリリン酸およびア
ミド硫酸等が挙げられる。中でも、硫酸、塩酸、硝酸およびリン酸が好ましく用いられる
。
【００７３】
　カルボン酸類としては、脂肪族ポリカルボン酸、芳香族ポリカルボン酸、Ｓ含有ポリカ
ルボン酸、脂肪族オキシカルボン酸、芳香族オキシカルボン酸、脂肪族モノカルボン酸お
よび芳香族モノカルボン酸に分類され、以下の化合物が挙げられる。
【００７４】
　脂肪族ポリカルボン酸の具体例としては、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸
、アジピン酸、ピメリン酸、スペリン酸、アゼライン酸、セバチン酸、ウンデンカン二酸
、ドデカン二酸、トリデカン二酸、テトラデカン二酸、ペンタデカン二酸、メチルマロン
酸、エチルマロン酸、プロピルマロン酸、ブチルマロン酸、ペンチルマロン酸、ヘキシル
マロン酸、ジメチルマロン酸、ジエチルマロン酸、メチルプロピルマロン酸、メチルブチ
ルマロン酸、エチルプロピルマロン酸、ジプロピルマロン酸、メチルコハク酸、エチルコ
ハク酸、２，２－ジメチルコハク酸、２，３－ジメチルコハク酸、２－メチルグルタル酸
、３－メチルグルタル酸、３－メチル－３－エチルグルタル酸、３,３－ジエチルグルタ
ル酸、３，３－ジメチルグルタル酸、３－メチルアジピン酸、マレイン酸、フマール酸、
イタコン酸およびシトラコン酸等が挙げられる。
【００７５】
　芳香族ポリカルボン酸の具体例としては、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸、ト
リメリット酸およびピロメリット酸等が挙げられる。
【００７６】
　Ｓ含有ポリカルボン酸の具体例としては、チオジブロピオン酸等が挙げられる。
【００７７】
　脂肪族オキシカルボン酸の具体例としては、グリコール酸、乳酸、酒石酸およびひまし
油脂肪酸等が挙げられる。
【００７８】
　芳香族オキシカルボン酸の具体例としては、サリチル酸、マンデル酸、４－ヒドロキシ
安息香酸、１－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸、３－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸および６
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－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸等が挙げられる。
【００７９】
　脂肪族モノカルボン酸の具体例としては、ギ酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、イソ酪酸
、吉草酸、カプロン酸、エナント酸、カプリル酸、オクチル酸、ペラルゴン酸、ラウリル
酸、ミリスチン酸、ステアリン酸、ベヘン酸、ウンデカン酸、アクリル酸、メタクリル酸
、クロトン酸およびオレイン酸等が挙げられる。
【００８０】
　芳香族モノカルボン酸の具体例としては、安息香酸、ケイ皮酸、ナフトエ酸、トルイル
酸、エチル安息香酸、プロピル安息香酸、イソプロピル安息香酸、ブチル安息香酸、イソ
ブチル安息香酸、第２ブチル安息香酸、第３ブチル安息香酸、ヒドロキシ安息香酸、エト
キシ安息香酸、プロポキシ安息香酸、イソプロポキシ安息香酸、ブトキシ安息香酸、イソ
ブトキシ安息香酸、第２ブトキシ安息香酸、第３ブトキシ安息香酸、アミノ安息香酸、Ｎ
－メチルアミノ安息香酸、Ｎ－エチルアミノ安息香酸、Ｎ－プロピルアミノ安息香酸、Ｎ
－イソプロピルアミノ安息香酸、Ｎ－ブチルアミノ安息香酸、Ｎ－イソブチルアミノ安息
香酸、Ｎ－第２ブチルアミノ安息香酸、Ｎ－第３ブチルアミノ安息香酸、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノ安息香酸、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ安息香酸、ニトロ安息香酸およびフロロ安息
香酸等が挙げられる。
【００８１】
　以上のカルボン酸類のうち、芳香族ポリカルボン酸、脂肪族モノカルボン酸、芳香族カ
ルボン酸が好ましく用いられ、具体的には、フタル酸、ギ酸、オクチル酸が好ましく用い
られる。
【００８２】
　スルホン酸としては、脂肪族スルホン酸と芳香族スルホン酸に分類でき、以下の化合物
が挙げられる。
脂肪族スルホン酸の中でも、１価の飽和脂肪族スルホン酸の具体例としては、メタンスル
ホン酸、エタンスルホン酸、プロパンスルホン酸、イソプロピルスルホン酸、ブタンスル
ホン酸、イソブチルスルホン酸、ｔ－ブチルスルホン酸、ペンタンスルホン酸、イソペン
チルスルホン酸、ヘキサンスルホン酸、ノナンスルホン酸、デカンスルホン酸、ウンデカ
ンスルホン酸、ドデカンスルホン酸、トリデカンスルホン酸、テトラデカンスルホン酸、
ｎ－オクチルスルホン酸、ドデシルスルホン酸およびセチルスルホン酸等が挙げられる。
【００８３】
　脂肪族スルホン酸の中でも、１価の不飽和脂肪族スルホン酸の具体例としては、エチレ
ンスルホン酸および１－プロペン－１－スルホン酸等が挙げられる。
【００８４】
　脂肪族スルホン酸の中でも、２価以上の脂肪族スルホン酸の具体例としては、メチオン
酸、１，１－エタンジスルホン酸、１，２－エタンジスルホン酸、１，１－プロパンジス
ルホン酸、１，３－プロパンジスルホン酸およびポリビニルスルホン酸等が挙げられる。
【００８５】
　脂肪族スルホン酸の中でも、オキシ脂肪族スルホン酸の具体例としては、イセチオン酸
および３－オキシ－プロパンスルホン酸等が挙げられる。
【００８６】
　脂肪族スルホン酸の中でも、スルホ脂肪族カルボン酸の具体例としては、スルホ酢酸お
よびスルホコハク酸等が挙げられる。
【００８７】
　脂肪族スルホン酸の中でも、スルホ脂肪族カルボン酸エステルの具体例としては、ジ（
２－エチルヘキシル）スルホコハク酸等が挙げられる。
【００８８】
　脂肪族スルホン酸の中でも、フルオロスルホン酸の具体例としては、トリフルオロメタ
ンスルホン酸、パーフルオロエタンスルホン酸、パーフルオロプロパンスルホン酸、パー
フルオロイソプロピルスルホン酸、パーフルオロブタンスルホン酸、パーフルオロイソブ
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チルスルホン酸、パーフルオロｔ－ブチルスルホン酸、パーフルオロペンタンスルホン酸
、パーフルオロイソペンチルスルホン酸、パーフルオロヘキサンスルホン酸、パーフルオ
ロノナンスルホン酸、パーフルオロデカンスルホン酸、パーフルオロウンデカンスルホン
酸、パーフルオロドデカンスルホン酸、パーフルオロトリデカンスルホン酸、パーフルオ
ロテトラデカンスルホン酸、パーフルオロｎ－オクチルスルホン酸、パーフルオロドデシ
ルスルホン酸およびパーフルオロセチルスルホン酸等が挙げられる。
【００８９】
　芳香族スルホン酸の中でも、１価の芳香族スルホン酸の具体例としては、ベンゼンスル
ホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、ｏ－トルエンスルホン酸、ｍ－トルエンスルホン酸、
ｏ－キシレン－４－スルホン酸、ｍ－キシレン－４－スルホン酸、４－エチルベンゼンス
ルホン酸、４－プロピルベンゼンスルホン酸、４－ブチルベンゼンスルホン酸、４－ドデ
シルベンゼンスルホン酸、４－オクチルベンゼンスルホン酸、２－メチル－５－イソプロ
ピルベンゼンスルホン酸、２－ナフタレンスルホン酸、ブチルナフタレンスルホン酸、ｔ
－ブチルナフタレンスルホン酸、２，４，５－トリクロロベンゼンスルホン酸、ベンジル
スルホン酸およびフェニルエタンスルホン酸等が挙げられる。
【００９０】
　芳香族スルホン酸の中でも、２価以上の芳香族スルホン酸の具体例としては、ｍ－ベン
ゼンジスルホン酸、１，４－ナフタレンジスルホン酸、１，５－ナフタレンジスルホン酸
、１，６－ナフタレンジスルホン酸、２，６－ナフタレンジスルホン酸、２，７－ナフタ
レンジスルホン酸、１，３，６－ナフタレントリスルホン酸およびスルホン化ポリスチレ
ン等が挙げられる。
【００９１】
　芳香族スルホン酸の中でも、オキシ芳香族スルホン酸の具体例としては、フェノール－
２－スルホン酸、フェノール－３－スルホン酸、フェノール－４－スルホン酸、アニソー
ル－ｏ－スルホン酸、アニソール－ｍ－スルホン酸、フェネトール－ｏ－スルホン酸、フ
ェネトール－ｍ－スルホン酸、フェノール－２，４－ジスルホン酸、フェノール－２，４
，６－トリスルホン酸、アニソール－２，４－ジスルホン酸、フェネトール－２，５－ジ
スルホン酸、２－オキシトルエン－４－スルホン酸、ピロカテキン－４－スルホン酸、ベ
ラトロール－４－スルホン酸、レゾルシン－４－スルホン酸、２－オキシ－１－メトキシ
ベンゼン－４－スルホン酸、１，２－ジオキシベンゼン－３，５－ジスルホン酸、レゾル
シン－４，６－ジスルホン酸、ヒドロキノンスルホン酸、ヒドロキノン－２，５－ジスル
ホン酸および１，２，３－トリオキシベンゼン－４－スルホン酸等が挙げられる。
【００９２】
　芳香族スルホン酸の中でも、スルホ芳香族カルボン酸の具体例としては、ｏ－スルホ安
息香酸、ｍ－スルホ安息香酸、ｐ－スルホ安息香酸、２，４－ジスルホ安息香酸、３－ス
ルホフタル酸、３，５－ジスルホフタル酸、４－スルホイソフタル酸、２－スルホテレフ
タル酸、２－メチル－４－スルホ安息香酸、２－メチル－３、５－ジスルホ安息香酸、４
－プロピル－３－スルホ安息香酸、２，４，６－トリメチル－３－スルホ安息香酸、２－
メチル－５－スルホテレフタル酸、５－スルホサリチル酸および３－オキシ－４－スルホ
安息香酸等が挙げられる。
【００９３】
　芳香族スルホン酸の中でも、チオ芳香族スルホン酸の具体例としては、チオフェノール
スルホン酸、チオアニソール－４－スルホン酸およびチオフェネトール－４－スルホン酸
等が挙げられる。
【００９４】
　芳香族スルホン酸の中でも、その他官能基を有する具体例としては、ベンズアルデヒド
－ｏ－スルホン酸、ベンズアルデヒド－２，４－ジスルホン酸、アセトフェノン－ｏ－ス
ルホン酸、アセトフェノン－２，４－ジスルホン酸、ベンゾフェノン－ｏ－スルホン酸、
ベンゾフェノン－３，３'－ジスルホン酸、４－アミノフェノール－３－スルホン酸、ア
ントラキノン－１－スルホン酸、アントラキノン－２－スルホン酸、アントラキノン－１
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，５－ジスルホン酸、アントラキノン－１，８－ジスルホン酸、アントラキノン－２，６
－ジスルホン酸および２－メチルアントラキノン－１－スルホン酸等が挙げられる。
【００９５】
　以上のスルホン酸類のうち、１価の芳香族スルホン酸が好ましく用いられ、具体的には
、ベンゼンスルホン酸、ｐ－トルエンスルホン酸、ｏ－トルエンスルホン酸およびｍ－ト
ルエンスルホン酸が好ましく用いられる。
【００９６】
　また、フェノール類としては、１分子中に１個の活性水素を含むものの具体例としては
、フェノール、クレゾール、エチルフェノール、ｎ－プロピルフェノール、イソプロピル
フェノール、ｎ－ブチルフェノール、ｓｅｃ－ブチルフェノール、ｔｅｒｔ－ブチルフェ
ノール、シクロヘキシルフェノール、ジメチルフェノール、メチル－ｔｅｒｔ－ブチルフ
ェノール、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール、クロロフェノール、ブロモフェノール、ニ
トロフェノール、メトキシフェノールおよびサリチル酸メチル等が挙げられる。１分子中
に２個の活性水素を含むものの具体例としては、ヒドロキノン、レゾルシノール、カテコ
ール、メチルヒドロキノン、ｔｅｒｔ－ブチルヒドロキノン、ベンジルヒドロキノン、フ
ェニルヒドロキノン、ジメチルヒドロキノン、メチル－ｔｅｒｔ－ブチルヒドロキノン、
ジ－ｔｅｒｔ－ブチルヒドロキノン、トリメチルヒドロキノン、メトキシヒドロキノン、
メチルレゾルシノール、ｔｅｒｔ－ブチルレゾルシノール、ベンジルレゾルシノール、フ
ェニルレゾルシノール、ジメチルレゾルシノール、メチル－ｔｅｒｔ－ブチルレゾルシノ
ール、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルレゾルシノール、トリメチルレゾルシノール、メトキシレゾ
ルシノール、メチルカテコール、ｔｅｒｔ－ブチルカテコール、ベンジルカテコール、フ
ェニルカテコール、ジメチルカテコール、メチル－ｔｅｒｔ－ブチルカテコール、ジ－ｔ
ｅｒｔ－ブチルカテコール、トリメチルカテコール、メトキシカテコール、ビフェノール
、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’，５，５’－テトラメチルビフェニル、４，４’－
ジヒドロキシ－３，３’，５，５’－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチルビフェニル等のビフェノ
ール類、ビスフェノールＡ、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’，５，５’－テトラメチ
ルビスフェノールＡ、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’，５，５’－テトラ－ｔｅｒｔ
－ブチルビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’，５
，５’－テトラメチルビスフェノールＦ、４，４’－ジヒドロキシ－３，３’，５，５’
－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチルビスフェノールＦ、ビスフェノールＡＤ、４，４’－ジヒド
ロキシ－３，３’，５，５’－テトラメチルビスフェノールＡＤ、４，４’－ジヒドロキ
シ－３，３’，５，５’－テトラ－ｔｅｒｔ－ブチルビスフェノールＡＤ、構造式（ＶＩ
ＩＩ）～（ＸＩＶ）で示されるビスフェノール類等、テルペンフェノール、構造式（ＸＶ
）、（ＸＶＩ）で示される化合物等が挙げられる。１分子中に３個の活性水素を含むもの
の具体例としては、トリヒドロキシベンゼンおよびトリス（ｐ－ヒドロキシフェニル）メ
タン等が挙げられる。１分子中に４個の活性水素を含むものの具体例として、テトラキス
（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン等が挙げられる。また、それ以外の具体例として、フ
ェノール、アルキルフェノールおよびハロゲン化フェノール等のフェノール類のノボラッ
クが挙げられる。
【００９７】
　以上のフェノール類のうち、フェノールおよびフェノールノボラックが好ましく用いら
れる。
【００９８】
　また、アルコール類としては、１，２－エタンジオール、１，２－プロパンジオール、
１，３－プロパンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５
－ペンタンジオール、１，１－ジメチル－１，３－プロパンジオール、２，２－ジメチル
－１，３－プロパンジオール、２－メチル－２，４－ペンタンジオール、１，４－シクロ
ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ジエチレングリコール、トリ
エチレングリコール、ドデカヒドロビスフェノールＡ、構造式（ＸＶＩＩ）で表されるビ
スフェノールＡのエチレンオキサイド付加物、構造式（ＸＶＩＩＩ）で表されるビスフェ
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フェノールＡのエチレンオキサイド付加物、構造式（ＸＸ）で表されるドデカヒドロビス
フェノールＡのプロピレンオキサイド付加物、グリセリン、トリメチロールエタンおよび
トリメチロールプロパン等が挙げられる。また、１分子中に４個の水酸基を含むものの具
体例としては、ペンタエリスリトール等が挙げられる。
【００９９】
【化１５】

【０１００】
【化１６】

【０１０１】
【化１７】

【０１０２】

【化１８】

【０１０３】
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【化１９】

【０１０４】
【化２０】

【０１０５】
【化２１】

【０１０６】
【化２２】

【０１０７】
【化２３】

【０１０８】
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【化２４】

【０１０９】
【化２５】

【０１１０】
【化２６】

【０１１１】
【化２７】

【０１１２】
　また、メルカプタン類としては、１分子中に１個の活性水素を含むものの具体例として
は、メタンチオール、エタンチオール、１－プロパンチオール、２－プロパンチオール、
１－ブタンチオール、２－メチル－１－プロパンチオール、２－ブタンチオール、２－メ
チル－２－プロパンチオール、１－ペンタンチオール、１－ヘキサンチオール、１－ヘプ
タンチオール、１－オクタンチオール、シクロペンタンチオール、シクロヘキサンチオー
ル、ベンジルメルカプタン、ベンゼンチオール、トルエンチオール、クロロベンゼンチオ
ール、ブロモベンゼンチオール、ニトロベンゼンチオールおよびメトキシベンゼンチオー
ル等が挙げられる。１分子中に２個の活性水素を含むものの具体例としては、１，２－エ
タンジチオール、１，３－プロパンジチオール、１，４－ブタンジチオール、１，５－ペ
ンタンジチオール、２，２’－オキシジエタンチオール、１，６－ヘキサンジチオール、
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１，２－シクロヘキサンジチオール、１，３－シクロヘキサンジチオール、１，４－シク
ロヘキサンジチオール、１，２－ベンゼンジチオール、１，３－ベンゼンジチオールおよ
び１，４－ベンゼンチオール等が挙げられる。
【０１１３】
　また、１，３－ジカルボニル化合物類としては、２，４－ペンタンジオン、３－メチル
－２，４－ペンタンジオン、３－エチル－２，４－ペンタンジオン、３，５－ヘプタンジ
オン、４，６－ノナンジオン、２，６－ジメチル－３，５－ヘプタンジオン、２，２，６
，６－テトラメチル－３，５－ヘプタンジオン、１－フェニル－１，３－ブタンジオン、
１，３－ジフェニル－１，３－プロパンジオン、１，３－シクロペンタンジオン、２－メ
チル－１，３－シクロペンタンジオン、２－エチル－１，３－シクロペンタンジオン、１
，３－シクロヘキサンジオン、２－メチル－１，３－シクロヘキサンジオン、２－エチル
－シクロヘキサンジオン、１，３－インダンジオン、アセト酢酸エチルおよびマロン酸ジ
エチル等が挙げられる。
【０１１４】
　本発明において、前記一般式（Ｉ）で示される化合物は、例えば、１，８－ジアザビシ
クロ［５，４，０］ウンデセン－７（ＤＢＵ）、１，５－ジアザビシクロ［４，３，０］
ノネン－５（ＤＢＮ）、１，４－ジアザビシクロ［２，２，２］オクタン、および５、６
－ジブチルアミノ－１，８－ジアザ－ビシクロ（５，４，０）ウンデセン－７（ＤＢＡ）
、またはこれらの塩などを挙げることができる。
【０１１５】
　上記のＤＢＵ塩としては、前記プロトン供与体で中和した塩を挙げることができるが、
具体的には、ＤＢＵのフェノール塩（Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ１、サンアプロ株式会社製）、Ｄ
ＢＵのオクチル酸塩（Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ１０２、サンアプロ株式会社製）、ＤＢＵのｐ－
トルエンスルホン酸塩（Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ５０６、サンアプロ株式会社製）、ＤＢＵのギ
酸塩（Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ６０３、サンアプロ株式会社製）、ＤＢＵのオルソフタル酸塩（
Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ８１０）およびＤＢＵのフェノールノボラック樹脂塩（Ｕ－ＣＡＴ　Ｓ
Ａ８１０、ＳＡ８３１、ＳＡ８４１、ＳＡ８５１、８８１、サンアプロ株式会社製）など
が挙げられる。
【０１１６】
　本発明において、前記一般式（Ｉ）で示される化合物が、炭素繊維のカルボキシル基お
よび水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンを引き抜き、マトリックス樹脂との求核反応
を促進させるという観点から、１，５－ジアザビシクロ［４，３，０］－５－ノネンもし
くはその塩、または、１，８－ジアザビシクロ［５，４，０］－７－ウンデセンもしくは
その塩であることが好ましい。前記一般式（Ｉ）で示される化合物は、環状構造を有して
いるため、同じく環状の炭素網面を有する炭素繊維との親和性が高くなると考えられ、こ
のことが、炭素繊維表面官能基の水素イオンの引き抜きを効率的かつ効果的におこなうこ
とを可能にしていると考えられる。
【０１１７】
　本発明において、前記一般式（ＩＩ）で示される化合物は、例えば、トリフェニルアミ
ン、トリ(メチルフェニル)アミン、トリ(エチルフェニル)アミン、トリ(プロピルフェニ
ル)アミン、トリ(ブチルフェニル)アミン、トリ(フェノキシフェニル)アミン、トリ(ベン
ジルフェニル)アミン、ジフェニルメチルアミン、ジフェニルエチルアミン、ジフェニル
プロピルアミン、ジフェニルブチルアミン、ジフェニルヘキシルアミン、ジフェニルシク
ロヘキシルアミン、ジフェニルベンジルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジ
エチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジプロピルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジブチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジ
ヘキシルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジシクロヘキシルアニリン、(メチルフェニル)ジメチルアミ
ン、(エチルフェニル)ジメチルアミン、(プロピルフェニル)ジメチルアミン、(ブチルフ
ェニル)ジメチルアミン、ビス(メチルフェニル)メチルアミン、ビス(エチルフェニル)メ
チルアミン、ビス(プロピルフェニル)メチルアミン、ビス(ブチルフェニル)メチルアミン
、Ｎ，Ｎ－ジ（ヒドロキシエチル）アニリン、Ｎ，Ｎ－ジ（ヒドロキシプロピル）アニリ
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ン、Ｎ，Ｎ－ジ（ヒドロキシブチル）アニリン、Ｎ，Ｎ－ジメチル－ｐ－トルイジン、Ｎ
－メチルホルムアニリド、Ｎ，Ｎ，Ｎ´，Ｎ´－テトラメチル－１，４－フェニレンジア
ミン、４－ブロモ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、Ｎ，Ｎ，３，５－テトラメチルアニリン
、４－フルオロ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、２－ブロモ－Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン、
Ｎ，Ｎ－ジメチル－４－ニトロソアニリン、４－（ジメチルアミノ）ベンゾニトリル、Ｎ
，Ｎ，２，４，６－ペンタメチルアニリン、４－ジメチルアミノベンズアルデヒドおよび
４－（ジメチルアミノ）ベンジルアルコールまたはこれらの塩などを挙げることができる
。
【０１１８】
　本発明において、前記一般式（ＩＩ）で示される化合物が、炭素繊維のカルボキシル基
および水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンを引き抜き、マトリックス樹脂との反応を
促進させるという観点から、Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリンおよびその塩であることが好まし
い。前記一般式（ＩＩ）で示される化合物は、ベンゼン環を有しているため、同じく環状
の炭素網面を有する炭素繊維とのπ－π相互作用により、親和性が高くなると考えられ、
このことが、炭素繊維のカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンの
引き抜きを効率的かつ効果的におこなうことを可能にしていると考えられる。
【０１１９】
　本発明において、前記一般式（ＩＩＩ）で示される化合物は、例えば、１，８－ビス（
ジメチルアミノ）ナフタレン、１，８－ビス（ジエチルアミノ）ナフタレン、１，８－ビ
ス（ジプロピルアミノ）ナフタレン、１，８－ビス（ジブチルアミノ）ナフタレン、１，
８－ビス（ジペンチルアミノ）ナフタレン、１，８－ビス（ジヘキシルアミノ）ナフタレ
ン、１－ジメチルアミノ－８－メチルアミノ－キノリジン、１－ジメチルアミノ－７－メ
チル－８－メチルアミノ－キノリジン、１－ジメチルアミノ－７－メチル－８－メチルア
ミノ－イソキノリン、７－メチル－１，８－メチルアミノ－２，７－ナフチリジンおよび
２，７－ジメチル－１，８－メチルアミノ－２，７－ナフチリジン、またはこれらの塩な
どを挙げることができる。
【０１２０】
　本発明において、前記一般式（ＩＩＩ）で示される化合物が、炭素繊維のカルボキシル
基および水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンを引き抜き、マトリックス樹脂との反応
を促進させるという観点から、１，８－ビス（ジメチルアミノ）ナフタレンおよびその塩
であることが好ましい。前記一般式（ＩＩＩ）で示される化合物は、ベンゼン環を有して
いるため、炭素網面を有する炭素繊維とのπ－π相互作用により、親和性が高くなると考
えられ、このことが、炭素繊維表面官能基の水素イオンの引き抜きを効率的かつ効果的に
おこなうことを可能にしていると考えられる。
【０１２１】
　上述のとおり、本発明において、前記一般式（ＩＶ）で示される化合物が、少なくとも
１以上の分岐構造を有し、かつ、少なくとも１以上の水酸基を含むことが必要である。ま
た、少なくとも２以上の分岐構造を有することが好ましく、３以上の分岐構造を有するこ
とがさらに好ましい。分岐構造を有することで立体障害性が高まり、エポキシ環同士の反
応を抑え、炭素素繊維表面官能基とエポキシとの反応促進効果を高めることができる。ま
た、少なくとも１以上の水酸基を有することで、炭素繊維表面官能基への相互作用が高ま
り、効率的に炭素繊維表面官能基のプロトンを引き抜き、エポキシとの反応性を高めるこ
とができる。
【０１２２】
　本発明において、前記一般式（ＩＶ）で示される化合物の具体例として、ジイソブチル
メタノールアミン、ジターシャリブチルメタノールアミン、ジ（２－エチルヘキシル）メ
タノールアミン、ジイソプロピルエタノールアミン、ジイソブチルエタノールアミン、ジ
ターシャリブチルエタノールアミン、ジ（２－エチルヘキシル）エタノールアミン、ジイ
ソプロピルプロパノールアミン、ジイソブチルプロパノールアミン、ジターシャリブチル
プロパノールアミン、ジ（２－エチルヘキシル）プロパノールアミン、イソプロピルジメ
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タノールアミン、イソブチルジメタノールアミン、ターシャリブチルジメタノールアミン
、（２－エチルヘキシル）ジメタノールアミン、イソプロピルジエタノールアミン、イソ
ブチルジエタノールアミン、ターシャリブチルジエタノールアミン、（２－エチルヘキシ
ル）ジエタノールアミン、ジメチルイソプロパノールアミン、ジエチルイソプロパノール
アミン、メチルジイソプロパノールアミン、エチルジイソプロパノールアミン、プロピル
ジイソプロパノールアミン、ブチルジイソプロパノールアミン、トリイソプロパノールア
ミンが挙げられる。
【０１２３】
　本発明において、前記一般式（ＩＶ）で示される化合物が、トリイソプロパノールアミ
ンもしくはその塩であることが好ましい。トリイソプロパノールアミンは３つの水酸基を
有しているため、炭素繊維表面官能基への相互作用が高まり、効率的に炭素繊維表面官能
基のプロトンを引き抜き、エポキシとの反応性を高めることができる。また、３つの分岐
構造を有しているため、立体障害性が高まり、エポキシ環同士の反応を抑え、炭素繊維表
面官能基とエポキシとの反応性を高めることができる。
【０１２４】
　これらの３級アミンおよび／または３級アミン塩は、単独で用いても良いし、複数種を
併用しても良い。また、３級アミン塩は、３級アミノ基を有する化合物をプロトン供与体
で中和した塩を示し、これらを任意の割合で混合、または別々に炭素繊維表面に付着させ
ることができる。具体的には、３級アミンと前記プロトン供与体とを予め任意の割合で混
合しておき、塩が形成している状態で炭素繊維に付着させる方法、また、３級アミンと前
記プロトン供与体を別々にしておき、同時に炭素繊維に付着させる方法、また、３級アミ
ンを炭素繊維に付着させておいて、次いで、前記プロトン供与体を付着させる方法、また
、予め、前記プロトン供与体を炭素繊維に付着させておいて、次いで、３級アミンを付着
させる方法があり、いずれでもおこなうことができる。
【０１２５】
　本発明において、３級アミンは、その共役酸の酸解離定数ｐＫａが９以上のものが好ま
しく、より好ましくは１１以上のものである。酸解離定数ｐＫａが９以上の場合、炭素繊
維のカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基とエポキシとの反応が促進され、接
着向上効果が大きくなる。このような３級アミンとしては、具体的には、ＤＢＵ（ｐＫａ
１２．５）、ＤＢＮ（ｐＫａ１２．７）や１，８－ビス（ジメチルアミノ）ナフタレン（
ｐＫａ１２．３）等が挙げられる。
【０１２６】
　本発明において、（Ａ）成分の付着量は、本発明で用いられる炭素繊維１００質量部に
対して、好ましくは、０．００１～３質量部、より好ましくは、０．００３～０．８質量
部、さらに好ましくは、０．００５～０．３質量部である。（Ａ）成分の付着量が、０．
００１～３質量部の場合、炭素繊維のカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基と
マトリックス樹脂含有官能基との反応が促進され、接着向上効果が大きくなる。
【０１２７】
　本発明において、さらに、（Ｂ）成分として、２官能以上のエポキシ化合物（Ｂ１）お
よび／または、１官能以上のエポキシ基を有し、不飽和基、水酸基、アミド基、イミド基
、ウレタン基、ウレア基、スルホニル基、およびスルホ基から選ばれる少なくとも１つ以
上の官能基を有するエポキシ化合物（Ｂ２）が付着されてなることが、さらに接着性を高
めることができるため好ましい。
【０１２８】
　（Ｂ）成分が付着することによって接着性が向上するメカニズムは確かではないが、ま
ず、（Ａ）成分の３級アミンおよび／３級アミン塩が本発明で用いられる炭素繊維のカル
ボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンを引き抜きアニオン化した後、
このアニオン化した官能基と（Ｂ）成分に含まれるエポキシ基が求核反応するものと考え
られる。これにより、本発明で用いられる炭素繊維とエポキシの強固な結合が形成される
。一方、マトリックス樹脂との関係においては、（Ｂ１）（Ｂ２）それぞれについて、以
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下のとおりに説明される。
【０１２９】
　（Ｂ１）の場合、本発明で用いられる炭素繊維との共有結合に関与しない残りのエポキ
シ基がマトリックス樹脂含有官能基と反応し共有結合を形成するか、もしくは、水素結合
を形成するものと考えられる。とりわけ、マトリックス樹脂がエポキシ樹脂の場合に、（
Ｂ１）のエポキシ基とマトリックス樹脂のエポキシ基の反応、エポキシ樹脂中に含まれる
アミン硬化剤を介しての反応により強固な界面が形成できると考えられる。（Ｂ２）の場
合、（Ｂ２）のエポキシ基は本発明で用いられる炭素繊維のカルボキシル基および水酸基
等の酸素含有官能基と共有結合を形成するが、残りの不飽和基、水酸基、アミド基、イミ
ド基、ウレタン基、ウレア基、スルホニル基、またはスルホ基はマトリックス樹脂に応じ
て、共有結合や水素結合などの相互作用を形成するものと考えられる。マトリックス樹脂
がビニルエステルや不飽和ポリエステルのような不飽和基を有する樹脂であれば、（Ｂ２
）の不飽和基とマトリックス樹脂の不飽和基がラジカル反応し強固な界面を形成すること
が可能である。また、マトリックス樹脂がエポキシ樹脂であれば、（Ｂ２）の水酸基、ア
ミド基、イミド基、ウレタン基、ウレア基、スルホニル基、またはスルホ基とマトリック
ス樹脂のエポキシ基または、アミン硬化剤とエポキシ基が反応してできた水酸基との相互
作用により強固な界面を形成できると考えられる。また、マトリックス樹脂がポリアミド
、ポリエステルおよび酸変性されたポリオレフィンに代表される熱可塑性樹脂であれば、
（Ｂ２）の水酸基、アミド基、イミド基、ウレタン基、ウレア基、スルホニル基、または
スルホ基と、これらマトリックス樹脂に含まれるアミド基、エステル基、酸無水物基、末
端などのカルボキシル基、水酸基、アミノ基との相互作用により、強固な界面を形成でき
ると考えられる。
【０１３０】
　すなわち、（Ｂ１）の場合における、炭素繊維との共有結合に関与しない残りのエポキ
シ基が、（Ｂ２）の場合における、不飽和基、水酸基、アミド基、イミド基、ウレタン基
、ウレア基、スルホニル基、またはスルホ基に相当する機能を有すると考えられる。
【０１３１】
　本発明において、（Ｂ）成分（すなわち、（Ｂ１）成分ないし（Ｂ２）成分のエポキシ
化合物）が、３官能以上のエポキシ化合物であることが好ましく、４官能以上のエポキシ
化合物であることがより好ましい。（Ｂ）成分が、分子内に３個以上のエポキシ基を有す
る３官能以上のエポキシ化合物であると、１個のエポキシ基が本発明で用いられる炭素繊
維のカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基と共有結合を形成した場合でも、残
りの２個以上のエポキシ基がマトリックス樹脂と共有結合を形成することができ、接着性
がさらに向上する。エポキシ基の数の上限は特にないが、１０個以上では接着性が飽和す
る場合がある。
【０１３２】
　本発明において、（Ｂ）成分のエポキシ当量は、３６０ｇ／ｍｏｌ未満であることが好
ましく、より好ましくは２７０ｇ／ｍｏｌ未満であり、さらに好ましくは１８０ｇ／ｍｏ
ｌ未満である。エポキシ当量が３６０ｇ／ｍｏｌ未満であると、本発明で用いられる炭素
繊維のカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基とエポキシ基との間において高密
度で共有結合が形成され、接着性がさらに向上する。エポキシ当量の下限は特にないが、
９０ｇ／ｍｏｌ未満で接着性が飽和する場合がある。
【０１３３】
　本発明において、（Ｂ）は、分子内に芳香環を１個以上有することが好ましく、芳香環
を２個以上有することがより好ましい。本発明の炭素繊維とマトリックス樹脂とからなる
繊維強化複合材料において、炭素繊維近傍のいわゆる界面層は、炭素繊維あるいはサイジ
ング剤の影響を受け、マトリックス樹脂とは異なる特性を有する場合がある。（Ｂ）のエ
ポキシ化合物が芳香環を１個以上有すると、剛直な界面層が形成され、炭素繊維とマトリ
ックス樹脂との間の応力伝達能力が向上し、繊維強化複合材料の０°引張強度等の力学特
性が向上する。芳香環の数の上限は特にないが、１０個以上では力学特性が飽和する場合
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がある。
【０１３４】
　本発明において、（Ｂ１）は、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボ
ラック型エポキシ樹脂、またはテトラグリシジルジアミノジフェニルメタンのいずれかで
あることが好ましい。これらのエポキシ樹脂は、エポキシ基数が多く、エポキシ当量が小
さく、かつ、２個以上の芳香環を有しており、本発明の炭素繊維とマトリックス樹脂との
接着性を向上させることに加え、繊維強化複合材料の０°引張強度等の力学特性を向上さ
せる。２官能以上のエポキシ樹脂は、より好ましくは、フェノールノボラック型エポキシ
樹脂およびクレゾールノボラック型エポキシ樹脂である。
【０１３５】
　本発明において、（Ｂ１）の具体例としては、例えば、ポリオールから誘導されるグリ
シジルエーテル型エポキシ樹脂、複数活性水素を有するアミンから誘導されるグリシジル
アミン型エポキシ樹脂、ポリカルボン酸から誘導されるグリシジルエステル型エポキシ樹
脂、および分子内に複数の２重結合を有する化合物を酸化して得られるエポキシ樹脂が挙
げられる。
【０１３６】
　グリシジルエーテル型エポキシ樹脂としては、例えば、ビスフェノールＡ、ビスフェノ
ールＦ、ビスフェノールＡＤ、ビスフェノールＳ、テトラブロモビスフェノールＡ、フェ
ノールノボラック、クレゾールノボラック、ヒドロキノン、レゾルシノール、４，４’－
ジヒドロキシ－３，３’，５，５’－テトラメチルビフェニル、１，６－ジヒドロキシナ
フタレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フルオレン、トリス（ｐ－ヒドロキ
シフェニル）メタンおよびテトラキス（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタンとエピクロロヒ
ドリンとの反応により得られるグリシジルエーテル型エポキシ樹脂が挙げられる。また、
エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、テトラエチレン
グリコール、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール
、トリプロピレングリコール、テトラプロピレングリコール、ポリプロピレングリコール
、トリメチレングリコール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオール、１，４
－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、ポリブチレングリコール、１，５－ペンタ
ンジオール、ネオペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキ
サンジメタノール、水添ビスフェノールＡ、水添ビスフェノールＦ、グリセロール、ジグ
リセロール、ポリグリセロール、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、ソル
ビトールおよびアラビトールとエピクロロヒドリンとの反応により得られるグリシジルエ
ーテル型エポキシ樹脂が挙げられる。また、このエポキシ樹脂としては、ジシクロペンタ
ジエン骨格を有するグリシジルエーテル型エポキシ樹脂およびビフェニルアラルキル骨格
を有するグリシジルエーテル型エポキシ樹脂が挙げられる。
【０１３７】
　グリシジルアミン型エポキシ樹脂としては、例えば、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリン、
Ｎ，Ｎ－ジグリシジル－ｏ－トルイジン、１，３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン
、ｍ－キシリレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメ
タンおよび９，９－ビス（４－アミノフェニル）フルオレンが挙げられる。
【０１３８】
　さらに、例えば、ｍ－アミノフェノール、ｐ－アミノフェノールおよび４－アミノ－３
－メチルフェノールのアミノフェノール類の水酸基とアミノ基の両方をエピクロロヒドリ
ンと反応させて得られるエポキシ樹脂が挙げられる。
【０１３９】
　グリシジルエステル型エポキシ樹脂としては、例えば、フタル酸、テレフタル酸、ヘキ
サヒドロフタル酸、およびダイマー酸をエピクロロヒドリンと反応させて得られるグリシ
ジルエステル型エポキシ樹脂が挙げられる。
【０１４０】
　分子内に複数の２重結合を有する化合物を酸化させて得られるエポキシ樹脂としては、
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例えば、分子内にエポキシシクロヘキサン環を有するエポキシ樹脂が挙げられる。さらに
、このエポキシ樹脂としては、エポキシ化大豆油が挙げられる。
【０１４１】
　これらのエポキシ樹脂以外にも、トリグリシジルイソシアヌレートのようなエポキシ樹
脂が挙げられる。さらには、上に挙げたエポキシ樹脂を原料として合成されるエポキシ樹
脂、例えば、ビスフェノールＡジグリシジルエーテルとトリレンジイソシアネートからオ
キサゾリドン環生成反応により合成されるエポキシ樹脂が挙げられる。
【０１４２】
　本発明において、（Ｂ２）１官能以上のエポキシ基を有し、不飽和基、水酸基、アミド
基、イミド基、ウレタン基、ウレア基、スルホニル基、およびスルホ基から選ばれる、少
なくとも一つ以上の官能基を有するエポキシ化合物の具体例として、例えば、エポキシ基
と不飽和基を有する化合物、エポキシ基と水酸基を有する化合物、エポキシ基とアミド基
を有する化合物、エポキシ基とイミド基、エポキシ基とウレタン基を有する化合物、エポ
キシ基とウレア基を有する化合物、エポキシ基とスルホニル基を有する化合物、エポキシ
基とスルホ基を有する化合物が挙げられる。
【０１４３】
　エポキシ基と不飽和基を有する化合物としては、例えば、１，２－エポキシ－７－オク
テン、１，２－エポキシ－９－デカンおよびビスフェノールＡジグリシジルエーテルと酢
酸ビニルによる付加反応により合成されるエポキシ樹脂等が挙げられる。
【０１４４】
　エポキシ基と水酸基を有する化合物としては、例えば、ソルビトール型ポリグリシジル
エーテルおよびグリセロール型ポリグリシジルエーテル等が挙げられ、具体的にはデナコ
ール（商標登録）ＥＸ－６１１、ＥＸ－６１２、ＥＸ－６１４、ＥＸ－６１４Ｂ、ＥＸ－
６２２、ＥＸ－５１２、ＥＸ－５２１、ＥＸ－４２１、ＥＸ－３１３、ＥＸ－３１４およ
びＥＸ－３２１（ナガセケムテックス株式会社製）等が挙げられる。
【０１４５】
　エポキシ基とアミド基を有する化合物としては、例えば、グリシアミド、アミド変性エ
ポキシ樹脂等が挙げられる。アミド変性エポキシはジカルボン酸アミドのカルボキシル基
に２官能以上のエポキシ樹脂のエポキシ基を反応させることによって得ることができる。
【０１４６】
　エポキシ基とイミド基を有する化合物としては、例えば、グリシジルフタルイミド等が
挙げられる。具体的にはデナコール（商標登録）ＥＸ－７３１（ナガセケムテックス株式
会社製）等が挙げられる。
【０１４７】
　エポキシ基とウレタン基を有する化合物としては、例えば、ウレタン変性エポキシ樹脂
が挙げられ、具体的にはアデカレジン（商標登録）ＥＰＵ－７８－１３Ｓ、ＥＰＵ－６、
ＥＰＵ－１１、ＥＰＵ－１５、ＥＰＵ－１６Ａ、ＥＰＵ－１６Ｎ、ＥＰＵ－１６Ａ、ＥＰ
Ｕ－１７Ｔ－６、ＥＰＵ－１３４８およびＥＰＵ－１３９５（株式会社ＡＤＥＫＡ製）等
が挙げられる。または、ポリエチレンオキサイドモノアルキルエーテルの末端水酸基に、
その水酸基量に対する反応当量の多価イソシアネートを反応させ、次いで得られた反応生
成物のイソシアネート残基に多価エポキシ樹脂内の水酸基と反応させることによって得る
ことができる。ここで、用いられる多価イソシアネートとしては、２，４－トリレンジイ
ソシアネート、メタフェニレンジイソシアネート、パラフェニレンジイソシアネート、ジ
フェニルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソ
シアネート、ノルボルナンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネートお
よびビフェニル－２，４，４’－トリイソシアネートなどが挙げられる。
【０１４８】
　エポキシ基とウレア基を有する化合物としては、例えば、ウレア変性エポキシ樹脂等が
挙げられる。アミド変性エポキシはジカルボン酸ウレアのカルボキシル基に２官能以上の
エポキシ樹脂のエポキシ基を反応させることによって得ることができる。
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【０１４９】
　エポキシ基とスルホニル基を有する化合物としては、例えば、ビスフェノールＳ型エポ
キシ等が挙げられる。
【０１５０】
　エポキシ基とスルホ基を有する化合物としては、例えば、ｐ－トルエンスルホン酸グリ
シジルおよび３－ニトロベンゼンスルホン酸グリシジル等が挙げられる。
【０１５１】
　本発明において、（Ａ）成分／（Ｂ）成分の配合比率は、好ましくは、０．１／１００
～２５／１００（質量部）、より好ましくは、０．６／１００～１５／１００（質量部）
、さらに好ましくは、１／１００～１０／１００（質量部）である。これらの配合比率に
することにより、より高い反応促進効果が得られる。（Ｂ）成分１００（質量部）に対し
て、（Ａ）成分が０．１質量部未満であると、反応促進効果が小さく、一方、２５質量部
超えると、（Ａ）成分が過剰となり、本発明で用いられる炭素繊維の表面を覆い、反応促
進効果が阻害され、本発明の炭素繊維とマトリックス樹脂との接着性が不十分となる場合
がある。
【０１５２】
　本発明において、（Ａ）成分／（Ｂ）成分の付着量は、本発明で用いられる炭素繊維１
００質量部に対して、０．１～１０質量部の範囲であることが好ましく、より好ましくは
０．２～２質量部の範囲である。これらの付着量にすることにより、より高い反応促進効
果が得られる。
【０１５３】
　本発明において、（Ａ）、（Ｂ）以外の成分を１種類以上含んでも良い。例えば、ポリ
エチレンオキサイドおよびポリプロピレンオキサイド等のポリアルキレンオキサイド、高
級アルコール、多価アルコール、アルキルフェノールおよびスチレン化フェノール等にポ
リエチレンオキサイドやポリプロピレンオキサイド等のポリアルキレンオキサイドが付加
した化合物、およびエチレンオキサイドとプロピレンオキサイドとのブロック共重合体等
のノニオン系界面活性剤が好ましく用いられる。また、本発明の効果に影響しない範囲で
、適宜、ポリエステル樹脂および不飽和ポリエステル化合物等を添加してもよい。
【０１５４】
　本発明において、（Ａ）、（Ｂ）成分およびその他の成分は、溶媒で希釈して用いるこ
とができる。このような溶媒としては、例えば、水、メタノール、エタノール、イソプロ
パノール、アセトン、メチルエチルケトン、ジメチルホルムアミド、およびジメチルアセ
トアミドが挙げられるが、なかでも、取扱いが容易であり、安全性の観点から有利である
ことから、水が好ましく用いられる。
【０１５５】
　本発明で用いられる炭素繊維としては、Ｘ線光電子分光法により測定されるその繊維表
面の酸素（Ｏ）と炭素（Ｃ）の原子数の比である表面酸素濃度Ｏ／Ｃが、０．０５～０．
５０の範囲内であるものが好ましく、より好ましくは０．０７～０．３０の範囲内のもの
であり、さらに好ましくは０．１０～０．２５の範囲内ものである。表面酸素濃度Ｏ／Ｃ
が０．０５以上であることにより、炭素繊維表面の酸素含有官能基を確保し、マトリック
ス樹脂との強固な接着を得ることができる。また、表面酸素濃度Ｏ／Ｃが０．５以下であ
ることにより、酸化による炭素繊維自体の強度の低下を抑えることができる。
【０１５６】
　本発明で用いられる炭素繊維としては、例えば、ポリアクリロニトリル（ＰＡＮ）系、
レーヨン系およびピッチ系の炭素繊維が挙げられる。なかでも、強度と弾性率のバランス
に優れたＰＡＮ系炭素繊維が好ましく用いられる。
【０１５７】
　次に、本発明で好ましく用いられるＰＡＮ系炭素繊維の製造方法について説明する。
【０１５８】
　本発明で好ましく用いられる炭素繊維の前駆体繊維を得るための紡糸方法としては、湿
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式、乾式および乾湿式等の紡糸方法を用いることができる。なかでも、高強度の炭素繊維
が得られやすいという観点から、湿式あるいは乾湿式紡糸方法を用いることが好ましい。
紡糸原液には、ポリアクリロニトリルのホモポリマーあるいは共重合体の溶液や懸濁液等
を用いることができる。
【０１５９】
　上記の紡糸原液を口金に通して紡糸、凝固、水洗、延伸して前駆体繊維とし、得られた
前駆体繊維を耐炎化処理と炭化処理し、必要によってはさらに黒鉛化処理をすることによ
り炭素繊維を得る。炭化処理と黒鉛化処理の条件としては、最高熱処理温度が１１００℃
以上であることが好ましく、より好ましくは１３００～３０００℃である。
【０１６０】
　本発明において、強度と弾性率の高い炭素繊維を得られるという観点から、細繊度の炭
素繊維が好ましく用いられる。具体的には、炭素繊維の単繊維径が、７．５μｍ以下であ
ることが好ましく、６μｍ以下であることがより好ましい。単繊維径の下限値は、生産性
の観点から４．５μｍ程度であり、４．５μｍ未満では、製造工程における単繊維切断が
起きやすく生産性が低下する場合がある。
【０１６１】
　得られた炭素繊維は、マトリックス樹脂との接着性を向上させるために、通常、酸化処
理が施され、酸素含有官能基が導入される。酸化処理方法としては、気相酸化、液相酸化
および液相電解酸化が用いられるが、生産性が高く、均一処理ができるという観点から、
液相電解酸化が好ましく用いられる。
【０１６２】
　本発明において、液相電解酸化で用いられる電解液としては、酸性電解液およびアルカ
リ性電解液が挙げられる。
【０１６３】
　酸性電解液としては、例えば、硫酸、硝酸、塩酸、燐酸、ホウ酸、および炭酸等の無機
酸、酢酸、酪酸、シュウ酸、アクリル酸、およびマレイン酸等の有機酸、または硫酸アン
モニウムや硫酸水素アンモニウム等の塩が挙げられる。なかでも、強酸性を示す硫酸と硝
酸が好ましく用いられる。
【０１６４】
　アルカリ性電解液としては、具体的には、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化
マグネシウム、水酸化カルシウムおよび水酸化バリウム等の水酸化物の水溶液、炭酸ナト
リウム、炭酸カリウム、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウムおよび炭酸ア
ンモニウム等の炭酸塩の水溶液、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸水素マグ
ネシウム、炭酸水素カルシウム、炭酸水素バリウムおよび炭酸水素アンモニウム等の炭酸
水素塩の水溶液、アンモニア、水酸化テトラアルキルアンモニウムおよびヒドラジンの水
溶液等が挙げられる。なかでも、マトリックス樹脂の硬化阻害を引き起こすアルカリ金属
を含まないという観点から、炭酸アンモニウムおよび炭酸水素アンモニウムの水溶液、あ
るいは、強アルカリ性を示す水酸化テトラアルキルアンモニウムの水溶液が好ましく用い
られる。
【０１６５】
　本発明において、炭素繊維のカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基とマトリ
ックス樹脂含有官能基との共有結合形成が促進され、接着性がさらに向上するという観点
から、炭素繊維をアルカリ性電解液で電解処理した後、または酸性水溶液中で電解処理し
続いてアルカリ性水溶液で洗浄した後、（Ａ）成分を付着することが好ましい。電解処理
した場合、炭素繊維表面において過剰に酸化された部分が脆弱層となって界面に存在し、
複合材料にした場合の破壊の起点となる場合があるため、過剰に酸化された部分をアルカ
リ性水溶液で溶解除去することにより共有結合形成が促進されるものと考えられる。また
、炭素繊維表面に酸性電解液の残渣が存在すると、残渣中のプロトンが（Ａ）成分の３級
アミンおよび／または３級アミン塩に補足され、本来果たすべき役割である（Ａ）成分の
炭素繊維のカルボキシル基および水酸基等の酸素含有官能基の水素イオンを引き抜く効果
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が低下する場合がある。このため、酸性水溶液中で電解処理し続いてアルカリ性水溶液で
酸性電解液を中和洗浄することが好ましい。上記の理由から、特定の処理を施した炭素繊
維との組み合わせにより、さらなる接着向上を得ることができる。
【０１６６】
　本発明において用いられる電解液の濃度は、０．０１～５モル／リットルの範囲内であ
ることが好ましく、より好ましくは０．５～１モル／リットルの範囲内である。電解液の
濃度が０．０１モル／リットル以上であると、電解処理電圧が下げられ、運転コスト的に
有利になる。一方、電解液の濃度が５モル／リットル以下であると、安全性の観点から有
利になる。
【０１６７】
　本発明において用いられる電解液の温度は、１０～１００℃の範囲内であることが好ま
しく、より好ましくは１０～４０℃の範囲内である。電解液の温度が１０℃以上であると
、電解処理の効率が向上し、運転コスト的に有利になる。一方、電解液の温度が１００℃
以下であると、安全性の観点から有利になる。
【０１６８】
　本発明において、液相電解酸化における電気量は、炭素繊維の炭化度に合わせて最適化
することが好ましく、高弾性率の炭素繊維に処理を施す場合、より大きな電気量が必要で
ある。
【０１６９】
　本発明において、液相電解酸化における電流密度は、電解処理液中の炭素繊維の表面積
１ｍ２ 当たり１．５～１０００アンペア／ｍ２の範囲内であることが好ましく、より好
ましくは３～５００アンペア／ｍ２ の範囲内である。電流密度が１．５アンペア／ｍ２

以上であると、電解処理の効率が向上し、運転コスト的に有利になる。一方、電流密度が
１０００アンペア／ｍ２以下であると、安全性の観点から有利になる。
【０１７０】
　本発明において、炭素繊維とマトリックス樹脂の接着性がさらに向上するという観点か
ら、酸化処理の後、炭素繊維をアルカリ性水溶性で洗浄することが好ましい。中でも、酸
性電解液で液相電解処理し続いてアルカリ性水溶液で洗浄することが好ましい。
【０１７１】
　本発明において、洗浄に用いられるアルカリ性水溶液のｐＨは、７～１４の範囲内であ
ることが好ましく、より好ましくは１０～１４の範囲内である。アルカリ性水溶液として
は、具体的には水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化マグネシウム、水酸化カルシ
ウムおよび水酸化バリウム等の水酸化物の水溶液、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸
マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウムおよび炭酸アンモニウム等の炭酸塩の水溶
液、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸水素マグネシウム、炭酸水素カルシウ
ム、炭酸水素バリウムおよび炭酸水素アンモニウム等の炭酸水素塩の水溶液、アンモニア
、水酸化テトラアルキルアンモニウムおよびヒドラジンの水溶液等が挙げられる。なかで
も、マトリックス樹脂の硬化阻害を引き起こすアルカリ金属を含まないという観点から、
炭酸アンモニウム、炭酸水素アンモニウムの水溶液、あるいは、強アルカリ性を示す水酸
化テトラアルキルアンモニウムの水溶液が好ましく用いられる。
【０１７２】
　本発明において、炭素繊維をアルカリ性水溶液で洗浄する方法としては、例えば、ディ
ップ法とスプレー法を用いることができる。なかでも、洗浄が容易であるという観点から
、ディップ法を用いることが好ましく、さらには、炭素繊維を超音波で加振させながらデ
ィップ法を用いることが好ましい。
【０１７３】
　本発明において、炭素繊維を電解処理またはアルカリ性水溶液で洗浄した後、水洗およ
び乾燥することが好ましい。この場合、乾燥温度が高すぎると炭素繊維の最表面に存在す
る官能基は熱分解により消失し易いため、できる限り低い温度で乾燥することが望ましく
、具体的には乾燥温度が好ましくは２５０℃以下、さらに好ましくは２１０℃以下で乾燥
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することが好ましい。
【０１７４】
　以上に示したように、本発明で好ましく用いられる炭素繊維を得ることができる。
【０１７５】
　次に、（Ａ）成分の本発明で用いられる炭素繊維への付与手段について説明するが、（
Ａ）、（Ｂ）成分を同時に含む場合、さらに、その他の成分を同時に含む場合も同様にお
こなうことができる。
【０１７６】
　（Ａ）成分の本発明で用いられる炭素繊維への付与手段としては、例えば、ローラを介
して（Ａ）成分の水溶液、有機溶媒液に炭素繊維を浸漬する方法、（Ａ）成分の水溶液、
有機溶媒液の付着したローラに炭素繊維を接する方法、（Ａ）成分の水溶液、有機溶媒液
を霧状にして炭素繊維に吹き付ける方法などがある。また、（Ａ）成分の水溶液、有機溶
媒液の付与手段は、バッチ式と連続式いずれでもよいが、生産性がよくバラツキが小さく
できる連続式が好ましく用いられる。この際、本発明で用いられる炭素繊維に対する（Ａ
）成分の付着量が適正範囲内で均一に付着するように、（Ａ）成分の水溶液、有機溶媒液
の濃度、温度および糸条張力などをコントロールすることが好ましい。また、（Ａ）成分
の水溶液、有機溶媒液付与時に、炭素繊維を超音波で加振させることも好ましい。
【０１７７】
　本発明においては、本発明で用いられる炭素繊維に（Ａ）成分の水溶液、有機溶媒液を
付した後、８０～２５０℃の温度範囲で３０～６００秒間乾燥することが好ましい。８０
℃未満または３０秒未満の場合、（Ａ）成分を溶かしていた水や有機溶媒を十分に除去で
きない場合がある。
【０１７８】
　（Ａ）成分の、本発明で用いられる炭素繊維への別の付与手段として、電解液の中に（
Ａ）成分を添加しておき、電解処理と同時に炭素繊維表面へ付与する方法、電解処理後の
洗浄工程で（Ａ）成分を添加しておき、水洗と同時に炭素繊維表面へ付与することもでき
る。これらの場合、（Ａ）成分の付着量は、（Ａ）成分の濃度、温度および糸条張力など
をコントロールすることでおこなうことができ、炭素繊維１００質量部に対して、好まし
くは、０．００１～３質量部、より好ましくは、０．００３～０．８質量部、０．００５
～０．３質量部である。（Ａ）成分の付着量が、０．００１～３質量部の場合、炭素繊維
表面官能基とマトリックス樹脂含有官能基との反応が促進され、接着向上効果が大きくな
る。
【０１７９】
　さらに、別の付与手段として、予め、（Ａ）成分を前記の方法に従って本発明で用いら
れる炭素繊維に付与した後、（Ｂ）成分および／またはその他の成分を複数に分けて別々
に付与することもできる。この場合、（Ａ）成分を付与した後、乾燥してもよいし、乾燥
せずに続けて（Ｂ）成分および／またはその他の成分を付与してもよい。
本発明の炭素繊維のストランド強度が、３．５ＧＰａ以上であることが好ましく、より好
ましくは４ＧＰａ以上であり、さらに好ましくは５ＧＰａである。また、本発明の炭素繊
維のストランド弾性率が、２２０ＧＰａ以上であることが好ましく、より好ましくは２４
０ＧＰａ以上であり、さらに好ましくは２８０ＧＰａ以上である。
【０１８０】
　マトリックス樹脂としては、熱硬化性樹脂または熱可塑性樹脂が用いられる。
【０１８１】
　熱硬化性樹脂としては、例えば、不飽和ポリエステル樹脂、ビニルエステル樹脂、エポ
キシ樹脂、フェノール樹脂、メラミン樹脂、尿素樹脂、シアネートエステル樹脂およびビ
スマレイミド樹脂等が挙げられる。なかでも、機械特性のバランスに優れ、硬化収縮が小
さいという利点を有するため、エポキシ樹脂を用いることが好ましい。靱性等を改良する
目的で、熱硬化性樹脂に、後述する熱可塑性樹脂あるいはそれらのオリゴマーを含ませる
ことができる。



(32) JP 2012-149368 A 2012.8.9

10

20

30

40

50

【０１８２】
　熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレ
ンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリトリメチレンテレフタレート（ＰＴＴ）、ポリエチレ
ンナフタレート（ＰＥＮ）および液晶ポリエステル等のポリエステル樹脂、ポリエチレン
（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）およびポリブチレン等のポリオレフィン樹脂、スチレ
ン系樹脂、ポリオキシメチレン（ＰＯＭ）、ポリアミド（ＰＡ）、ポリカーボネート（Ｐ
Ｃ）、ポリメチレンメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポリフェ
ニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポリフェニレンエーテル（ＰＰＥ）、変性ＰＰＥ、ポリイ
ミド（ＰＩ）、ポリアミドイミド（ＰＡＩ）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリスル
ホン（ＰＳＵ）、変性ＰＳＵ、ポリエーテルスルホン、ポリケトン（ＰＫ）、ポリエーテ
ルケトン（ＰＥＫ）、ポリエーテルエーテルケトン（ＰＥＥＫ）、ポリエーテルケトンケ
トン（ＰＥＫＫ）、ポリアリレート（ＰＡＲ）、ポリエーテルニトリル（ＰＥＮ）、フェ
ノール系樹脂、フェノキシ樹脂およびポリテトラフルオロエチレンなどのフッ素系樹脂、
さらに、ポリスチレン系、ポリオレフィン系、ポリウレタン系、ポリエステル系、ポリア
ミド系、ポリブタジエン系、ポリイソプレン系およびフッ素系等の熱可塑エラストマー等
、さらに、これらの共重合体、変性体、および２種類以上ブレンドした樹脂が挙げられる
。
【０１８３】
　次に、マトリックス樹脂が熱硬化性樹脂である場合の複合材料について説明する。
【０１８４】
　本発明の炭素繊維は、例えば、トウ、織物、編物、組み紐、ウェブ、マットおよびチョ
ップド等の形態で用いられる。特に、比強度と比弾性率が高いことを要求される用途には
、炭素繊維が一方向に引き揃えたトウが最も適しており、さらに、マトリックス樹脂を含
浸したプリプレグが好ましく用いられる。
【０１８５】
　前記のプリプレグは、マトリックス樹脂をメチルエチルケトンやメタノール等の溶媒に
溶解して低粘度化し、含浸させるウェット法と、加熱により低粘度化し、含浸させるホッ
トメルト法（ドライ法）等により作製することができる。
【０１８６】
　ウェット法は、本発明の炭素繊維をマトリックス樹脂の溶液に浸漬した後、引き上げ、
オーブン等を用いて溶媒を蒸発させる方法であり、また、ホットメルト法は、加熱により
低粘度化したマトリックス樹脂を直接強化繊維に含浸させる方法、または一旦マトリック
ス樹脂を離型紙等の上にコーティングフィルムを作成しておき、次いで炭素繊維の両側又
は片側から前記フィルムを重ね、加熱加圧することにより炭素繊維にマトリックス樹脂を
含浸させる方法である。ホットメルト法によれば、プリプレグ中に残留する溶媒が実質上
皆無となるため好ましい方法である。
【０１８７】
　得られたプリプレグを積層後、積層物に圧力を付与しながらマトリックス樹脂を加熱硬
化させる方法等により、複合材料が作製される。ここで熱および圧力を付与する方法には
、プレス成形法、オートクレーブ成形法、パッキング成形法、ラッピングテープ法および
内圧成形法等が採用される。複合材料は、プリプレグを介さず、マトリックス樹脂を直接
炭素繊維の含浸させた後、加熱硬化せしめる方法、例えば、ハンド・レイアップ法、レジ
ン・インジェクション・モールディング法およびレジン・トランスファー・モールディン
グ法等の成形法によっても作製することができる。これら方法では、マトリックス樹脂の
主剤と硬化剤の２液を使用直前に混合して樹脂調整することが好ましい。
【０１８８】
　次に、マトリックス樹脂が熱可塑性樹脂である場合の複合材料について説明する。
【０１８９】
　マトリックス樹脂として熱可塑性樹脂を用いた複合材料は、例えば、射出成形（射出圧
縮成形、ガスアシスト射出成形およびインサート成形など）、ブロー成形、回転成形、押
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出成形、プレス成形、トランスファー成形およびフィラメントワインディング成形などの
成形方法によって成形されるが、生産性の観点から射出成形が好ましく用いられる。
【０１９０】
　かかる成形に用いられる成形材料の形態としては、ペレット、スタンパブルシートおよ
びプリプレグ等を使用することができるが、最も好ましい成形材料は、射出成形に用いら
れるペレットである。前記のペレットは、一般的には、熱可塑性樹脂とチョップド繊維も
しくは連続繊維を押出機中で混練し、押出、ペレタイズすることによって得られたものを
指す。前述のペレットは、ペレット長手方向の長さより、ペレット中の繊維長さの方が短
くなるが、ペレットには、長繊維ペレットも含まれる。長繊維ペレットとは、特公昭６３
－３７６９４号公報に記載されているような、繊維がペレットの長手方向に、ほぼ平行に
配列し、ペレット中の繊維長さが、ペレット長さと同一もしくはそれ以上であるものを指
す。この場合、熱可塑性樹脂は繊維束中に含浸されていても、被覆されていてもよい。特
に熱可塑性樹脂が被覆された長繊維ペレットの場合、繊維束には被覆されたものと同じか
、あるいは被覆された樹脂よりも低粘度（もしくは低分子量）の樹脂が、予め含浸されて
いてもよい。
【０１９１】
　複合材料が、優れた導電性と力学的特性（特に、強度や耐衝撃性）を兼ね備えるために
は、成形品中の繊維長さを長くすることが有効であるが、そのためには、前述のペレット
の中でも長繊維ペレットを用いて成形することが好ましい。
【０１９２】
　本発明の炭素繊維と熱硬化性樹脂および、または熱可塑性樹脂からなる成形体の用途と
しては、例えば、パソコン、ディスプレイ、ＯＡ機器、携帯電話、携帯情報端末、ファク
シミリ、コンパクトディスク、ポータブルＭＤ、携帯用ラジオカセット、ＰＤＡ（電子手
帳などの携帯情報端末）、ビデオカメラ、デジタルスチルカメラ、光学機器、オーディオ
、エアコン、照明機器、娯楽用品、玩具用品、その他家電製品などの電気、電子機器の筐
体およびトレイやシャーシなどの内部部材やそのケース、機構部品、パネルなどの建材用
途、モーター部品、オルタネーターターミナル、オルタネーターコネクター、ＩＣレギュ
レーター、ライトディヤー用ポテンショメーターベース、サスペンション部品、排気ガス
バルブなどの各種バルブ、燃料関係、排気系または吸気系各種パイプ、エアーインテーク
ノズルスノーケル、インテークマニホールド、各種アーム、各種フレーム、各種ヒンジ、
各種軸受、燃料ポンプ、ガソリンタンク、ＣＮＧタンク、エンジン冷却水ジョイント、キ
ャブレターメインボディー、キャブレタースペーサー、排気ガスセンサー、冷却水センサ
ー、油温センサー、ブレーキパットウェアーセンサー、スロットルポジションセンサー、
クランクシャフトポジションセンサー、エアーフローメーター、ブレーキバット磨耗セン
サー、エアコン用サーモスタットベース、暖房温風フローコントロールバルブ、ラジエー
ターモーター用ブラッシュホルダー、ウォーターポンプインペラー、タービンべイン、ワ
イパーモーター関係部品、ディストリビュター、スタータースィッチ、スターターリレー
、トランスミッション用ワイヤーハーネス、ウィンドウオッシャーノズル、エアコンパネ
ルスィッチ基板、燃料関係電磁気弁用コイル、ヒューズ用コネクター、バッテリートレイ
、ＡＴブラケット、ヘッドランプサポート、ペダルハウジング、ハンドル、ドアビーム、
プロテクター、シャーシ、フレーム、アームレスト、ホーンターミナル、ステップモータ
ーローター、ランプソケット、ランプリフレクター、ランプハウジング、ブレーキピスト
ン、ノイズシールド、ラジエターサポート、スペアタイヤカバー、シートシェル、ソレノ
イドボビン、エンジンオイルフィルター、点火装置ケース、アンダーカバー、スカッフプ
レート、ピラートリム、プロペラシャフト、ホイール、フェンダー、フェイシャー、バン
パー、バンパービーム、ボンネット、エアロパーツ、プラットフォーム、カウルルーバー
、ルーフ、インストルメントパネル、スポイラーおよび各種モジュールなどの自動車、二
輪車関連部品、部材および外板やランディングギアポッド、ウィングレット、スポイラー
、エッジ、ラダー、エレベーター、フェイリング、リブなどの航空機関連部品、部材およ
び外板、風車の羽根などが挙げられる。特に、航空機部材、風車の羽根、自動車外板およ
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び電子機器の筐体およびトレイやシャーシなどに好ましく用いられる。
【実施例】
【０１９３】
　次に、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例により制限
されるものではない。
【０１９４】
　＜炭素繊維のストランド引張強度と弾性率＞
　本発明で用いられる炭素繊維のストランド引張強度とストランド弾性率は、ＪＩＳ－Ｒ
－７６０８（２００４）の樹脂含浸ストランド試験法に準拠し、次の手順に従い求めた。
樹脂処方としては、“セロキサイド”（登録商標）２０２１Ｐ（ダイセル化学工業社製）
／３フッ化ホウ素モノエチルアミン（東京化成工業（株）製）／アセトン＝１００／３／
４（質量部）を用い、硬化条件としては、常圧、温度１２５℃、時間３０分を用いた。炭
素繊維束のストランド１０本を測定し、その平均値をストランド引張強度およびストラン
ド弾性率とした。
【０１９５】
　＜炭素繊維の表面酸素濃度（Ｏ／Ｃ）＞
　炭素繊維の表面酸素濃度（Ｏ／Ｃ）は、次の手順に従いＸ線光電子分光法により求めた
。まず、溶媒で表面に付着している汚れを除去した炭素繊維を、約２０ｍｍにカットし、
銅製の試料支持台に拡げる。次に、試料支持台を試料チャンバー内にセットし、試料チャ
ンバー中を１×１０－８Ｔｏｒｒに保つ。続いて、Ｘ線源としてＡｌＫα１、２を用い、
光電子脱出角度を９０°として測定を行った。なお、測定時の帯電に伴うピークの補正値
としてＣ１ｓの主ピークの運動エネルギー値（Ｋ．Ｅ．）を１２０２ｅＶに合わせた。Ｃ

１ｓピーク面積を、Ｋ．Ｅ．として１１９１～１２０５ｅＶの範囲で直線のベースライン
を引くことにより求めた。また、Ｏ１ｓピーク面積を、Ｋ．Ｅ．として９４７～９５９ｅ
Ｖの範囲で直線のベースラインを引くことにより求めた。ここで、表面酸素濃度とは、上
記のＯ１ｓピーク面積とＣ１ｓピーク面積の比から装置固有の感度補正値を用いて原子数
比として算出したものである。Ｘ線光電子分光法装置として、アルバック・ファイ（株）
製ＥＳＣＡ－１６００を用い、上記装置固有の感度補正値は２．３３であった。
【０１９６】
　＜（Ａ）成分、（Ｂ）成分、その他の成分の炭素繊維への付着量の測定方法＞
　（Ａ）成分、（Ｂ）成分、その他の成分が付着した約２ｇの炭素繊維を秤量（Ｗ１）（
少数第４位まで読み取り）した後、５０ミリリットル／分の窒素気流中、４５０℃の温度
に設定した電気炉（容量１２０ｃｍ３）に１５分間放置し、（Ａ）成分、（Ｂ）成分、そ
の他の成分を完全に熱分解させる。そして、２０リットル／分の乾燥窒素気流中の容器に
移し、１５分間冷却した後の炭素繊維を秤量（Ｗ２）（少数第４位まで読み取り）して、
Ｗ１－Ｗ２により（Ａ）成分、（Ｂ）成分、その他の成分の付着量を求める。この（Ａ）
成分、（Ｂ）成分、その他の成分の付着量を炭素繊維１００質量部に対する量に換算した
値（小数点第３位を四捨五入）を、付着した（Ａ）成分、（Ｂ）成分、その他の成分の質
量部とした。測定は２回おこない、その平均値を（Ａ）成分、（Ｂ）成分、その他の成分
の質量部とした。
【０１９７】
　＜界面剪断強度（ＩＦＳＳ）の測定＞
　界面剪断強度（ＩＦＳＳ）の測定は、次の（イ）～（ニ）の手順でおこなう。
（イ）樹脂の調整
　ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂化合物“ｊＥＲ”（登録商標）８２８（三菱化学（株
）製）１００質量部とメタフェニレンジアミン（シグマアルドリッチジャパン（株）製）
１４．５質量部を、それぞれ容器に入れる。その後、上記のｊＥＲ８２８の粘度低下とメ
タフェニレンジアミンの溶解のため、７５℃の温度で１５分間加熱をおこなう。その後、
両者をよく混合し、８０℃の温度で約１５分間真空脱泡をおこなう。
（ロ）炭素繊維単糸を専用モールドに固定
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　炭素繊維束から単繊維を抜き取り、ダンベル型モールドの長手方向に単繊維に一定張力
を与えた状態で両端を接着剤で固定する。その後、炭素繊維およびモールドに付着した水
分を除去するため、８０℃の温度で３０分間以上真空乾燥をおこなう。ダンベル型モール
ドはシリコーンゴム製で、注型部分の形状は、中央部分巾５ｍｍ、長さ２５ｍｍ、両端部
分巾１０ｍｍ、全体長さ１５０ｍｍである。
（ハ）樹脂注型から硬化まで
　上記（ロ）の手順の真空乾燥後のモールド内に、上記（イ）の手順で調整した樹脂を流
し込み、オーブンを用いて、昇温速度１．５℃／分で７５℃の温度まで上昇し２時間保持
後、昇温速度１．５分で１２５℃の温度まで上昇し２時間保持後、降温速度２．５℃／分
で３０℃の温度まで降温する。その後、脱型して試験片を得る。
（ニ）界面剪断強度（ＩＦＳＳ）の測定
　上記（ハ）の手順で得られた試験片に繊維軸方向（長手方向）に引張力を与え、歪みを
１２％生じさせた後、偏光顕微鏡により試験片中心部２２ｍｍの範囲における繊維破断数
Ｎ（個）を測定する。次に、平均破断繊維長ｌａを、ｌａ（μｍ）＝２２×１０００（μ
ｍ）／Ｎ（個）の式により計算する。次に、平均破断繊維長ｌａから臨界繊維長ｌｃを、
ｌｃ（μｍ）＝（４／３）×ｌａ（μｍ）の式により計算する。ストランド引張強度σと
炭素繊維単糸の直径ｄを測定し、炭素繊維と樹脂界面の接着強度の指標である界面剪断強
度ＩＦＳＳを、次式で算出する。実施例では、測定数ｎ＝５の平均を試験結果とした。
・界面剪断強度ＩＦＳＳ（ＭＰａ）＝σ（ＭＰａ）×ｄ（μｍ）／（２×ｌｃ）（μｍ）
。
【０１９８】
　各実施例および各比較例で用いた材料と成分は、下記のとおりである。
【０１９９】
　・（Ａ）成分：Ａ－１～Ａ－８
Ａ－１：“ＤＢＵ”（登録商標）（サンアプロ（株）製）（式（Ｉ）に該当）
　８ジアザビシクロ（５，４，０）－ウンデセン－７
Ａ－２：Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ１（サンアプロ（株）製）（式（Ｉ）に該当）
　ＤＢＵフェノール塩
Ａ－３：Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ１０２（サンアプロ（株）製）（式（Ｉ）に該当）
　ＤＢＵオクチル酸塩
Ａ－４：Ｎ，Ｎ－ジメチルアニリン（東京化成工業（株）製）（式（ＩＩ）に該当）
Ａ－５：１，８－ビス（ジメチルアミノ）ナフタレン（アルドリッチ社製）（式（ＩＩＩ
）に該当）
　別名：プロトンスポンジ
Ａ－６：ＤＢＮ（サンアプロ（株）製）、（式（Ｉ）に該当）
　１，５－ジアザビシクロ［４，３，０］－５－ノネン
Ａ－７：Ｕ－ＣＡＴ　ＳＡ５０６（サンアプロ（株）製）（式（Ｉ）に該当）
　ＤＢＵ－ｐ－トルエンスルホン酸塩
Ａ－８：トリイソプロパノールアミン（東京化成工業（株）製）、（式（ＩＶ）に該当）
　・（Ｂ１）成分：Ｂ－１～Ｂ－６
Ｂ－１：“ｊＥＲ”（登録商標）１５２（三菱化学（株）製）
　フェノールノボラックのグリシジルエーテル
　エポキシ当量：１７５ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：３
Ｂ－２：“ＥＰＩＣＬＯＮ”（登録商標）Ｎ６６０（ＤＩＣ（株）製）
　クレゾールノボラックのグリシジルエーテル
　エポキシ当量：２０６ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：４．３
Ｂ－３：“アラルダイト”（登録商標）ＭＹ７２１（ハンツマン・アドバンスト・マテリ
アルズ社製）
　Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－４，４’－ジアミノジフェニルメタン
　エポキシ当量：１１３ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：４
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Ｂ－４：“ｊＥＲ”（登録商標）８２８（三菱化学（株）製）
　ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル
　エポキシ当量：１８９ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：２
Ｂ－５：“ｊＥＲ”（登録商標）１００１（三菱化学（株）製）
　ビスフェノールＡのジグリシジルエーテル
　エポキシ当量：４７５ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：２
Ｂ－６：“デナコール”（登録商標）ＥＸ－８１０（ナガセケムテックス（株）製）
　エチレングリコールのジグリシジルエーテル
　エポキシ当量：１１３ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：２。
【０２００】
　・（Ｂ１）成分、（Ｂ２）成分の両方に該当：Ｂ－７、Ｂ－８
Ｂ－７：“デナコール”（登録商標）ＥＸ－６１４Ｂ（ナガセケムテックス（株）製）
　ソルビトールポリグリシジルエーテル
　エポキシ当量：１７３ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：４以上
　水酸基数：１以上
Ｂ－８：“デナコール”（登録商標）ＥＸ－６１１（ナガセケムテックス（株）製）
　ソルビトールポリグリシジルエーテル
　エポキシ当量：１６７ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：４
　水酸基数：２。
【０２０１】
　・（Ｂ２）成分：Ｂ－９、Ｂ－１０
Ｂ－９：“デナコール”（登録商標）ＥＸ－７３１（ナガセケムテックス（株）製）
　Ｎ－グリシジルフタルイミド
　エポキシ当量：２１６ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：１
　イミド基数：１
Ｂ－１０：“アデカレジン”（登録商標）ＥＰＵ－６（（株）ＡＤＥＫＡ製）
　ウレタン変性エポキシ
　エポキシ当量：２５０ｇ／ｍｏｌ、エポキシ基数：１以上
　ウレタン基：１以上。
【０２０２】
　・（Ｃ）成分（その他成分）：Ｃ－１
Ｃ－１：ヘキサメチレンジアミン（東京化成工業（株）製）。
【０２０３】
　（実施例１）
　本実施例は、次の第Ｉの工程および第ＩＩの工程からなる。
【０２０４】
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　アルリロニトリル９９モル％とイタコン酸１モル％からなる共重合体を紡糸し、焼成し
、総フィラメント数２４、０００本、総繊度８００テックス、比重１．８、ストランド引
張強度６．２ＧＰａ、ストランド引張弾性率３００ＧＰａの炭素繊維を得た。次いで、そ
の炭素繊維を、濃度０．１モル／ｌの炭酸水素アンモニウム水溶液を電解液として、電気
量を炭素繊維１ｇ当たり１２０クーロンで電解表面処理した。この電解表面処理を施され
た炭素繊維を続いて水洗し、１５０℃の温度の加熱空気中で乾燥し、原料となる炭素繊維
を得た。このときの表面酸素濃度Ｏ／Ｃは、０．２２であった。これを本発明で用いられ
る炭素繊維Ａとした。
【０２０５】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工程
　前記の（Ａ－１）とアセトンを混合し、均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得
た。このアセトン溶液を用い、浸漬法により（Ａ）成分を表面処理された炭素繊維Ａに塗
布した後、１５０℃の温度で９０秒間熱処理をして、（Ａ）成分が付着した炭素繊維を得
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た。（Ａ）成分の付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して０．１質量部
となるように調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて、界面剪断強度（ＩＦＳＳ）
を測定した結果、ＩＦＳＳが２７ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。
結果を表１に示す。
【０２０６】
　（実施例２～８）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２０７】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工程
　実施例１の第ＩＩの工程で、（Ａ－１）を（Ａ－２）～（Ａ－８）に変更した以外は、
実施例１と同様の方法で（Ａ）成分が付着した炭素繊維を得た。（Ａ）成分の付着量は、
表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、いずれも０．１質量部であった。得られ
た炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳが２４～２８Ｍ
Ｐａであり、いずれも接着性が十分に高いことが確認された。結果を表１に示す。
【０２０８】
　（実施例９、１０）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２０９】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工程
　実施例３の第ＩＩの工程で、（Ａ－３）の付着量を炭素繊維１００質量部に対して、０
．５または１質量部とした以外は、実施例３と同様の方法で（Ａ）成分が付着した炭素繊
維を得た。得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳ
Ｓが２６、２３ＭＰａであり、いずれも接着性が十分に高いことが確認された。結果を表
１に示す。
【０２１０】
　（実施例１１）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　電解液として濃度０．０５モル／ｌの硫酸水溶液を用い、電気量を炭素繊維１ｇ当たり
２０クーロンで電解表面処理したこと以外は、実施例１と同様とした。このときの表面酸
素濃度Ｏ／Ｃは、０．２０であった。これを本発明で用いられる炭素繊維Ｂとした。
【０２１１】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）成分を本発明で用いられる炭素繊維に付着させる工程
　前記の（Ａ－３）とアセトンを混合し、均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得
た。このアセトン溶液を用い、浸漬法により（Ａ）成分を表面処理された炭素繊維Ｂに塗
布した後、１５０℃の温度で９０秒間熱処理をして、（Ａ）成分が付着した炭素繊維を得
た。（Ａ）成分の付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して０．１質量部
となるように調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて、界面剪断強度（ＩＦＳＳ）
を測定した結果、ＩＦＳＳが２４ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。
結果を表１に示す。
【０２１２】
　（実施例１２）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１１で得られた炭素繊維Ｂをテトラエチルアンモニウムヒドロキシド水溶液（Ｐ
ｈ＝１４）に浸漬し、超音波で加振させながら引き上げた。このときの表面酸素濃度Ｏ／
Ｃは、０．１７であった。これを本発明で用いられる炭素繊維Ｃとした。
【０２１３】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工程
　前記の（Ａ－３）とアセトンを混合し、均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得
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た。このアセトン溶液を用い、浸漬法により（Ａ）成分を表面処理された炭素繊維Ｃに塗
布した後、１５０℃の温度で９０秒間熱処理をして、（Ａ）成分が付着した炭素繊維を得
た。（Ａ）成分の付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して０．１質量部
となるように調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて、界面剪断強度（ＩＦＳＳ）
を測定した結果、ＩＦＳＳが２６ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。
結果を表１に示す。
【０２１４】
　（比較例１）
　・第Ｉの工程：（Ａ）成分を付着させる前の炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２１５】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工程
　（Ａ）成分を付着させる工程をおこなわず、第Ｉ工程で得られた炭素繊維Ａをそのまま
用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳが１８ＭＰａであり、接着性
が不十分であることが確認された。結果を表１に示す。
【０２１６】
　（比較例２）
　・第Ｉの工程：（Ａ）成分を付着させる前の炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２１７】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）成分のかわりに（Ｃ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に
付着させる工程
　実施例１の第ＩＩの工程で、（Ａ）成分のかわりに（Ｃ）成分として、（Ｃ－１）に変
更した以外は、実施例１と同様の方法で（Ｃ－１）が付着した炭素繊維を得た。（Ｃ）成
分の付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、０．１質量部であった。
得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳが２０Ｍ
Ｐａであり、接着性が不十分であることが確認された。結果を表１に示す。
【０２１８】
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【表１】

【０２１９】
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　表１に示した実施例１～１２および比較例１、２の結果から、次のことが明らかである
。すなわち、実施例１～１２の（Ａ）成分が付着された炭素繊維は、比較例１の（Ａ）成
分が付着されていない炭素繊維、（Ａ）成分以外の（Ｃ）成分が付着された炭素繊維に比
べて、界面剪断強度（ＩＦＳＳ）が高く界面接着性に優れている。
【０２２０】
　（実施例１３）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２２１】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　（Ａ－１）と前記の（Ｂ－１）を質量比３：９７で混合し、さらにアセトンを混合し、
（Ａ－１）、（Ｂ－１）成分が均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得た。このア
セトン溶液を用い、浸漬法により、（Ａ－１）、（Ｂ－１）を表面処理された炭素繊維Ａ
に塗布した後、２１０℃の温度で１５０秒間熱処理をして、（Ａ）、（Ｂ）成分が付着さ
れた炭素繊維を得た。付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して１質量部
となるように調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を
測定した結果、ＩＦＳＳが４０ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結
果を表２に示す。
【０２２２】
　（実施例１４～２０）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２２３】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　実施例１３の第ＩＩの工程で、（Ａ－１）を（Ａ－２）～（Ａ－８）に変更した以外は
、実施例１３と同様の方法で（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭素繊維を得た。付着量は
、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、いずれも１質量部であった。続いて、
得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳが４０～
４４ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を表２に示す。
【０２２４】
　（実施例２１、２２）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２２５】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　実施例１５の第ＩＩの工程で、（Ａ－３）と（Ｂ－１）の質量比を０．５：９９．５、
または１５：８５で混合した以外は、実施例１５と同様の方法で（Ａ）、（Ｂ）成分が付
着された炭素繊維を得た。付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、い
ずれも１質量部であった。続いて、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）
を測定した結果、ＩＦＳＳが４１、４２ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認さ
れた。結果を表２に示す。
【０２２６】
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【表２】

【０２２７】
　表１に示した実施例１～１２、および表２に示した実施例１３～２２の結果から、次の
ことが明らかである。すなわち、実施例１３～２２の（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭
素繊維は、実施例１～１２の（Ａ）成分のみが付着された炭素繊維に比べて、界面剪断強
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度（ＩＦＳＳ）が高く界面接着性に優れている。
【０２２８】
　（実施例２３）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２２９】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　（Ａ－３）と前記の（Ｂ－２）を質量比３：９７で混合し、さらにアセトンを混合し、
（Ａ－３）、（Ｂ－２）が均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得た。このアセト
ン溶液を用い、浸漬法により、（Ａ－３）、（Ｂ－２）を表面処理された炭素繊維Ａに塗
布した後、２１０℃の温度で１５０秒間熱処理をして、（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された
炭素繊維を得た。付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して１質量部とな
るように調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定
した結果、ＩＦＳＳが４２ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を
表３に示す。
【０２３０】
　（実施例２４～２８）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２３１】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　実施例２３の第ＩＩの工程で、（Ｂ－２）を（Ｂ－３）～（Ｂ－７）に変更した以外は
、実施例２３と同様の方法で（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭素繊維を得た。付着量は
、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、いずれも１質量部であった。続いて、
得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳが３１～
４１ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を表３に示す。
【０２３２】
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【表３】

【０２３３】
　表３に示した実施例２３～２８、および表１に示した実施例３の結果から、次のことが
明らかである。すなわち、実施例２３～２８の（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭素繊維
は、実施例３の（Ａ）成分のみが付着された炭素繊維に比べて、界面剪断強度（ＩＦＳＳ
）が高く界面接着性に優れている。
【０２３４】
　（実施例２９）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２３５】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　（Ａ－１）と（Ｂ－８）を質量比３：９７で混合し、さらにアセトンを混合し、（Ａ－
１）、（Ｂ－８）が均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得た。このアセトン溶液
を用い、浸漬法により、（Ａ－１）、（Ｂ－８）を表面処理された炭素繊維Ａに塗布した
後、２１０℃の温度で１５０秒間熱処理をして、（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭素繊
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維を得た。付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して１質量部となるよう
に調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結
果、ＩＦＳＳが３５ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を表４に
示す。
【０２３６】
　（実施例３０、３１）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２３７】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　実施例２９の第ＩＩの工程で、（Ｂ－８）を（Ｂ－９）、（Ｂ－１０）に変更した以外
は、実施例２９と同様の方法で（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭素繊維を得た。付着量
は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、いずれも１質量部であった。続いて
、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳが３３
、３２ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を表４に示す。
【０２３８】
　（実施例３２）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２３９】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　（Ａ－７）と前記の（Ｂ－８）を質量比３：９７で混合し、さらにアセトンを混合し、
（Ａ－７）、（Ｂ－８）が均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得た。このアセト
ン溶液を用い、浸漬法により、（Ａ－７）、（Ｂ－８）を表面処理された炭素繊維Ａに塗
布した後、２１０℃の温度で１５０秒間熱処理をして、（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された
炭素繊維を得た。付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して１質量部とな
るように調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定
した結果、ＩＦＳＳが３７ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を
表４に示す。
【０２４０】
　（実施例３３、３４）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２４１】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　実施例３２の第ＩＩの工程で、（Ｂ－８）を（Ｂ－９）、（Ｂ－１０）に変更した以外
は、実施例３２と同様の方法で（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭素繊維を得た。付着量
は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、いずれも１質量部であった。続いて
、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳがいず
れも３５ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を表４に示す。
【０２４２】
　（実施例３５）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２４３】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
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　（Ａ－８）と前記の（Ｂ－８）を質量比３：９７で混合し、さらにアセトンを混合し、
（Ａ－８）、（Ｂ－８）が均一に溶解した約１質量％のアセトン溶液を得た。このアセト
ン溶液を用い、浸漬法により、（Ａ－８）、（Ｂ－８）成分を表面処理された炭素繊維Ａ
に塗布した後、２１０℃の温度で１５０秒間熱処理をして、（Ａ）、（Ｂ）成分が付着さ
れた炭素繊維を得た。付着量は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して１質量部
となるように調整した。続いて、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を
測定した結果、ＩＦＳＳが３６ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結
果を表４に示す。
【０２４４】
　（実施例３６、３７）
　・第Ｉの工程：本発明で用いられる炭素繊維を製造する工程
　実施例１と同様とした。
【０２４５】
　・第ＩＩの工程：（Ａ）、（Ｂ）成分を第Ｉの工程で得られた炭素繊維に付着させる工
程
　実施例３５の第ＩＩの工程で、（Ｂ－８）を（Ｂ－９）、（Ｂ－１０）に変更した以外
は、実施例３５と同様の方法で（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された炭素繊維を得た。付着量
は、表面処理された炭素繊維１００質量部に対して、いずれも１質量部であった。続いて
、得られた炭素繊維を用いて界面剪断強度（ＩＦＳＳ）を測定した結果、ＩＦＳＳが３６
、３３ＭＰａであり、接着性が十分に高いことが確認された。結果を表４に示す。
【０２４６】
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【表４】

【０２４７】
　表４に示した実施例２９～３７、および表１に示した実施例１、７、８の結果から、次
のことが明らかである。すなわち、実施例２９～３７の（Ａ）、（Ｂ）成分が付着された
炭素繊維は、実施例１、７、８の（Ａ）成分のみが付着された炭素繊維に比べて、界面剪
断強度（ＩＦＳＳ）が高く界面接着性に優れている。
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